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Abstract

Ensuring the stability of teleoperation systems is a challenging problem in the field of

robotics, since such systems are in contact with human operators and environments.

Passivity, i.e. a system does not output extra energy than that is input, is an effective

property for such teleoperation systems. If a controller is designed to be passive under

the condition that the operator and environment are passive, the passivity of the whole

system or the system stability is guaranteed. In this thesis, control methods of several

teleoperation systems are designed based on passivity.

First, controller of variable-scaled teleoperation system is designed. Variable-scaled

teleoperation allows the operator to adjust the velocity scale and force scale between

the master arm and the slave arm. The control method is based on scattering trans-

formation, which deals with the passivity condition as a H∞ control problem. Gain-

scheduled H∞ control is introduced to guarantee the robust stability against the

change of scaling parameters. A systematic way to adjust the weights on control

objectives is proposed to obtain a controller with good performance.

Usability tests on variable-scaled teleoperation are conducted in order to confirm

if it is still effective even with extra burden on the operator to adjust scaling during

the task.

Next, a method to compensate for the position drift in wave-variables-based bilat-

eral control is proposed. Wave-variables guarantee stability against arbitrary length

of communication time delay if it is constant. If the time delay is not constant, how-

ever, the system may be unstable or position drift occurs due to the distortion of

the waveform. A conventional position drift compensation using wave-integral-error

feedback is reformulated so that the compensation terms include the absolute position

error. By using the proposed method, not only the position drift due to the time-

varying delay but also that due to the numerical integration error are compensated.

Experimental results show the effectiveness of the proposed method.

Finally, multilateral teleoperation system, which allows the transmission of position

and force information among three or more manipulators, is designed. A multilateral

control method is proposed based on wave-variables. A wave node, which connects

multiple wave-transmission-lines, is introduced so that the operators can manipulate

the remote object as if the operators are touching the environment using a branched

soft rod. A method to set the priority of each master is also proposed. It simply

inserts a virtual nonlinear spring to limit the input force from the operators. The
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best form of nonlinear spring is determined experimentally.
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第 1章

緒言

1.1 遠隔操縦型ロボットシステム

現在，工場での組み立て作業などにおいて産業用ロボットアームの導入が進んでおり，

その台数は世界で 100 万台を超えている [45]．自律型のマニピュレータとしては，1961

年の Unimateが世界初の産業用ロボットとされている．一方で，操縦型のマニピュレー

タはさらに古い歴史を有しており，1940年代から手動操縦型のマスタ・スレーブ型マニ

ピュレータが開発され，主に原子力プラント内のホットセルでの作業に用いられてきた

[44]．マスタ・スレーブ方式のテレオペレーションシステムは，オペレータがマスタアー

ムの手先位置を持って動かすとスレーブアームの手先位置がそれに追従するようなシステ

ムであり，ロボットの構造を意識することなく直感的に操縦することが可能である．ま

た，環境からの反力をオペレータにフィードバックすることによって，作業対象をオペ

レータが実際に触っているかのような感覚で作業を行うことができる．

工場での作業などは，作業対象があらかじめ治具などで固定されていたり，部品形状が

あらかじめ分かっているため，事前に動作をプログラムすることで十分に作業をこなすこ

とができる．しかしながら，現在のコンピュータが人間と同等の環境認知能力や判断能力

を有しているとは言い難く，複雑な環境での作業においては依然として人間が操縦するロ

ボットシステムが優位であると考えられる．その例の一つとして，極限環境での作業が挙

げられる．原子力プラントや宇宙空間，海底といった人間が容易に立ち入ることができ

ず，かつ作業対象が複雑または未知であり自律型ロボットでの作業ができない場合には，

遠隔操縦型ロボットが実際に起用されている．マスタ・スレーブ方式のほうが直感的に作

業が可能であるにもかかわらず，現在極限環境や災害現場に投入されている遠隔操縦ロ

ボットはジョイスティックやコンピュータ上の GUIで操縦するものが主流である．マス

タ・スレーブ方式のロボットを現場に投入するにあたり，解決すべき課題がいくつか存在

する．マスタアームはモータや位置センサを搭載するため，ジョイスティックよりも高価



8 第 1章 緒言

である．そのため，様々なロボットの操縦装置に手軽に導入できるような安価なデバイス

の開発が望まれる．さらに大きな課題として挙げられるのが安定な制御手法の確立であ

る．力覚フィードバックのあるマスタ・スレーブシステムは，動特性の不確かなオペレー

タと環境に接する．例えば，オペレータの腕や手は複雑な筋骨格系からなっており，その

動特性は非線形である．さらに，オペレータは能動的に筋力を発生させたり腕の剛性を変

化させることができる．また，スレーブアームは自由空間中を移動している場合もあれ

ば，剛体壁に接触している場合もある．すなわち，環境のインピーダンスはゼロから無限

大まで変動しうることになる．このようにオペレータと環境のインピーダンスは幅広く変

動するため，ロバスト安定な制御則を設計することは難しい．さらに，マスタとスレーブ

が離れた場所に設置されており，通信の時間遅れが存在するような場合には安定な制御則

の構築はさらに難しくなる．

1.2 微細作業のためのテレオペレーション

前節で挙げたような災害救助用のロボットは，一般的にジョイスティックやキーボー

ド，あるいはコンピュータ画面上の GUIを通して操縦されており，現時点ではマスタ・

スレーブ型のものはほとんど用いられていない．

一方で，医療ロボットなどの分野においてはマスタ・スレーブ方式が用いられつつあ

る．従来から行われてきた内視鏡手術は，切開する量が少なく患者への負担が軽減される

という利点があるものの，高度な技能が必要な手術であり医師の熟練が要求される．マス

タ・スレーブ方式の手術システムを用いれば，医師は従来の開腹手術と同様に手を動かす

だけで内視鏡手術ができるようになるため，手術時間の短縮や安全性の向上が可能になる

と期待される．マスタ・スレーブ型手術ロボットの代表例としては，Intuitive Surgical

社の内視鏡手術ロボット da Vinci [21]が挙げられる．da Vinciはマスタ側のコンソール

に双腕のマスタアームが用いられており，２本の鉗子をそれぞれマスタ・スレーブで操縦

することが可能である．また，スレーブ側にはステレオカメラが搭載されており術部を立

体視することができる．

マスタ・スレーブ型手術ロボットの大きな特徴として，マスタアームの動作にある一定

の倍率（スケール比）を掛けてスレーブの動作を縮小していることが挙げられる．このよ

うなシステムは，スケールドテレオペレーションシステムと呼ばれており，オペレータは

あたかも拡大された環境を操作しているかのように作業を行うことができるようになる．

このような技術は，今後は手術だけでなく，細胞のマニピュレーションやマイクロマシン

の試作などへの応用も期待される．

従来のスケールドテレオペレーションでは，位置と力のスケール比は一定であった．し

かしながら，マイクロテレオペレーションにおいてはスケール効果の影響を受けるので，
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単純に位置と力をある一定のスケール比でスケーリングするだけでは微細環境を直感的に

操作することが難しくなる場合がある．例として，位置のスケール比を ϕ，すなわち環境

の位置情報を ϕ倍に拡大して表示するテレオペレーションシステムを考える．環境中のバ

ネを，同じ弾性係数で大きさが ϕ倍のバネであるかのように提示するためには力のスケー

ル比を ϕ2 に設定する必要がある．一方で，ある質量を同じ密度で大きさが ϕ倍の質量と

して提示するには力のスケール比を ϕ4 に設定しなければならない．したがって，提示し

たい物理量に応じて最適な位置と力のスケールは異なることになる．このようなスケール

効果を補償するには，環境に仮想的な質量などのインピーダンスを加える方法 [11][64]な

どが提案されているが，これらの方法は環境の質量などが事前に分かっている場合にのみ

適用できる手法であり，環境が未知の場合には場面に応じて力のスケール比を適宜調整す

るという対処が必要になると考えられる．

スケールドテレオペレーションのもう一つの課題として，作業対象のレンジが広いこと

が挙げられる．例えば，手術において切除したい病巣が複数箇所に散らばっているような

場合には，病巣の位置を特定してその位置までアームを近づけるまでの間は広範囲を見渡

し，かつ素早くアームを動作させた方が効率が良い．しかし，実際に病巣にメスを入れる

時点では，病巣部分を拡大して慎重に作業するほうが望ましい．また，力のスケール比に

ついても，スケール効果の影響を低減するために位置のスケール比の変化に合わせて調整

することが望ましい．さらに，大きな力が必要な場合にはスケール比を小さくし，繊細な

力加減が必要な場面ではスケール比を大きくするといったように，位置のスケール比とは

独立に設定できることが望ましい．

上記では微細作業における例を挙げたが，マスタの動作を拡大してスレーブに伝える重

作業についても同様のことがあてはまる．例えば建設現場においては，柱や梁などの重量

物を運搬する時はスケールを小さくして操縦者の負担を軽減し，実際に組み立てる際には

スケール比を大きくして精密な位置決めを行い，かつ部材に無理な力が加わらないように

するといったことが考えられる．

このようなことから，位置と力のスケール比を作業中に変更可能な可変スケールテレオ

ペレーションが有効であると考えられる．これまでに提案されている可変スケールテレオ

ペレーションとしては，Dubeyらによるもの [12]が挙げられる．このシステムは，マス

タとスレーブの速度のスケール比を可変とし，位置決めが必要な領域ではスケール比を自

動的に大きくして微細動作を行いやすくするものである．Dubeyらによるシステムは力

覚フィードバックのないシステムであったが，Sanoら [54]や Boukniferら [6]は，それ

ぞれゲインスケジューリング制御と H∞ 制御を用いた可変スケールバイラテラル制御を

提案している．

可変スケールテレオペレーションは，スケール比の変化に応じてシステムの特性が変化

する時変システムである．また，システムは動特性が不確かなオペレータと環境に接す
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る．したがって，システムの安定性を保証できるような制御則を確立することが大きな課

題となっている．Sanoらや Boukniferらの手法では，スケール比の変動には対応できて

いたもののオペレータと環境の不確かさには対応できていない．

また，オペレータが手動でスケール比を調整するシステムにおいては，スケール調整の

ためのユーザインタフェースの設計が重要となる．スケール調整インタフェースが不適切

であれば，スケール比の調整に時間を要してしまい作業効率が低下したり，誤ったスケー

ル比を設定することによる事故の危険が生じてしまう．したがって，可変スケールテレオ

ペレーションの実用化のためには，スケール比の変動とオペレータ・環境の不確かさに対

して安定な制御則と，適切なユーザインタフェースの設計指針を確立することが必要で

ある．

1.3 計算機ネットワークを介したテレオペレーション

近年のブロードバンドや無線 LANなどの普及に伴い，安価に遠隔操縦ロボットシステ

ムを構築することが可能になりつつある．将来的には，モバイル通信の低価格化・高速化

が進むことによって，ロボットを様々な場所に配置し遠隔操縦することが可能になること

が期待される．これらの最新のネットワーク技術を利用すれば，マスタアームとスレーブ

アームをそれぞれ既存のネットワークに接続するだけで，従来よりも簡単にロボットの遠

隔操縦システムを構築することができる．

前節までに述べたような遠隔操縦ロボットは，宇宙空間での作業や内視鏡手術などと

いった，特殊な用途のロボットがほとんどであったが，インターネットなどの計算機ネッ

トワークを用いることで，テレオペレーションシステムの用途そのものが広がる可能性

がある．その例として，遠隔コミュニケーションやエンタテインメントの分野が挙げら

れる．1990年代にインターネットの普及が始まるとともに，Telegardenをはじめとする

Webブラウザから操縦できるロボットが多数公開され，誰もがロボットの遠隔操縦を体

験することが可能となった [59]．さらに，２体のクマのぬいぐるみをマスタ・スレーブで

動作させて遠隔コミュニケーションを行う RobotPHONE が開発された [56]．また，近

年ではヒトの外観に近い遠隔操作型コミュニケーションロボット「テレノイド」や「エル

フォイド」が石黒らによって開発されている [47][38]．

既に製品化が進められているものとしては，Anybots 社の QB[2] などが挙げられる．

QBは，車輪での移動および映像と音声の伝送が可能であるが，マニピュレータが搭載さ

れていないため遠隔での作業には適していない．このようなコミュニケーションロボット

にマニピュレータが搭載され，マスタ・スレーブで操縦できるようになることによって，

あたかも自分が遠隔地にいるかのような感覚で作業を行ったり遠隔地の人と触れ合ったり

することが可能となる．舘らによって開発されている「TELESAR V」[14]は，ステレオ
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カメラの他，５本指のマニピュレータや触覚センサなどを搭載しており，スレーブ側の環

境を立体視し，かつ環境に触れた感覚を感じながら作業のできる臨場感の高いテレオペ

レーションシステムである．

インターネットなどの計算機ネットワークを介した遠隔操縦において問題になるのが通

信の時間遅れである．計算機ネットワークにおいては，送信された情報が相手の端末に届

くまでに複数の機器を経由するため，各々の機器内での処理による遅延が蓄積され，数十

～数百ミリ秒の時間遅れが発生する．また，送信された情報が毎回同じ経路をたどる保証

がないため，経路の変動によって遅れ時間が変動する．経路の変動以外にも，ネットワー

クの混雑度などの様々な要因で遅れ時間は変動する．

力覚フィードバックのないテレオペレーションは通信の時間遅れがある場合でも安定に

動作することが多いが，オペレータに力覚を提示するバイラテラルテレオペレーションで

は，従来の単純な制御則を適用するとシステムが不安定になる．手術用のテレオペレー

ションなどの高い安全性が要求されるシステムの場合には，信頼性の高い専用回線を導入

することで遅れ時間をできるだけ小さく抑えるという解決策が考えられるが，コミュニ

ケーションロボットではコストの面から専用回線を使うことは現実的ではなく，また極限

作業ロボットや災害救助ロボットにおいては物理的な制約から専用回線を引くことが難し

い．したがって，時間遅れおよびその変動に対して安定な制御則を確立することが不可欠

であると考えられる．

これまでに，通信遅延に対して安定なテレオペレーション制御手法として，様々なもの

が提案されている [24]．Leungらは，時間遅れをシステムの加法的不確かさとしてモデル

化し，µ設計法を用いたロバスト制御手法を提案した [36]．また，Oboeと Fiorniは PD

制御型の制御則を導入した [48]. Sanoらは，ゲインスケジュールド H∞ 制御によって遅

れ時間の変動に対処する手法を提案した [53]. これらの手法は，コントローラの設計を行

う段階で最大の遅れ時間などが分かっている必要がある．遅れ時間が設計時に想定された

最大遅れ時間を超えた場合，システムは不安定になる可能性がある．また，安定性を保証

するために最大遅れ時間を大きく設定し過ぎるとコントローラが保守的となり，時間遅れ

が小さい時には制御性能の低下につながる．コミュニケーションロボットなどの，マスタ

とスレーブの距離がユーザの利用形態によって大きく変わるシステムでは，システムを設

計する段階で遅れ時間を予測することは困難である．

Anderson と Spong は散乱変換を用いることによって，任意長の一定時間遅れに対し

て受動性を保証する手法を提案した [1]．この手法は，後に Niemeyerと Slotineによって

「波変数」として定式化が行われた [41]．

波変数は，速度と力の線形和で表される変数である．位置や力といった情報の代わりに

波変数を送受信することによって，ネットワーク通信を受動的な分布定数回路のように振

舞わせることでシステムの安定性を保証する手法である．波変数に基づく制御を適用する
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と，マスタアームとスレーブアームとの間をバネと質量が連なる柔軟な棒で繋いだような

動特性が実現するため，オペレータはシステムの挙動をある程度直感的に予測することが

可能である．

しかしながら，波変数には速度情報が含まれているものの絶対的な位置情報は含まれて

いない．時間遅れが変動すると，送信した波形が歪んでしまうため，波変数の積分値が送

信側と受信側で一致しない．したがって，波変数の積分誤差によってマスタとスレーブと

の間の位置のドリフトが発生する．また，波形の歪みだけでなく，数値計算の誤差によっ

ても位置ドリフトは発生する．波変数に基づく制御では，一般に波変数から速度情報を取

り出し，それを積分して目標位置を計算するが，積分の数値計算に誤差が生じることで位

置のドリフトが起こる．数値計算の誤差は，変動時間遅れによる誤差に比べると蓄積が非

常に遅いため，短時間の作業では問題にならないが，数時間に及ぶ作業ではこの影響は無

視できない．また，変動時間遅れの下では，システムの受動性は保証されない．

変動時間遅れに対して受動性を保証する手法や，位置のドリフトを補償する手法につい

ては，それぞれ様々なものが提案されているものの，変動時間遅れによる位置ドリフトと

数値積分の誤差による位置ドリフトの両方に対応した手法はまだ確立していない．

1.4 マルチユーザ・テレオペレーション

従来のバイラテラル・テレオペレーションではマスタアーム１台とスレーブアーム１台

との間で位置情報と力情報をやり取りしていた．一方で，文字情報，音声，映像といった

情報については，３台以上のコンピュータの間で伝送することが可能である．現在広く用

いられているビデオ通話やテキストチャットのソフトウェアには，グループ通話機能やグ

ループチャット機能が搭載されているものが数多く存在する．

テレオペレーションの分野でも，３台以上のアームの間で情報をやり取りするマルチラ

テラル・テレオペレーションシステムの研究が近年進められている．マルチラテラル・テ

レオペレーションは，複数台のマスタと１台のスレーブを用いた操縦トレーニングシステ

ム [46]や，１台のマスタによって群ロボットを操縦するシステム [16]などへの応用が可

能である．操縦トレーニングシステムは，作業に熟練したオペレータと初心者のオペレー

タが同時にテレオペレーションシステムを操縦することによって，初心者のオペレータが

徐々にロボットの操縦や作業の手順を学習するというシステムである．これは，書道の先

生と生徒が１本の筆を同時に持って筆の運びを教えることに似ているが，マルチラテラル

テレオペレーションでは全てのアーム間で完全に位置と力の追従を達成することはできな

いため，このようなシステムがどの程度有用であるかは未知数である．

また，２人のオペレータが協調して操縦することによって，旅客機を機長と副操縦士が

同時に操縦したり，自動車教習において教官がブレーキを踏むのと同様な感覚で，ロボッ
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トの安全性を向上することができる．特に遠隔操縦ロボットにおいては，ヒューマンエ

ラーによる作業ミスだけでなく，マスタアームの故障や通信途絶などによって一方のマス

タが使用不能になる可能性も高いため，マスタを冗長化することで，片方のマスタにトラ

ブルが発生しても作業を継続することが可能になる．

これまでに，いくつかのマルチラテラル制御が提案されている．例えば，Nudehi ら

[46] は，H∞ 制御を用いて手術用ロボットのトレーニングシステムを構築している．ま

た，Sirouspourら [58]，Katsuraら [29]はそれぞれH∞ 制御および外乱オブザーバに基

づいた制御則を提案している．これらの制御則は，制御系を設計する際に時間遅れの長さ

についての情報が必要であったり，そもそも時間遅れに対する安定性が保証されていない

など，遅れ時間が事前に予測できない計算機ネットワークを介したテレオペレーションへ

の適用は難しい．一方，Carignanら [7]は，波変数に基づいたテレオペレーション制御を

提案し，任意長の一定時間遅れに対して安定性を保証する制御則を構築したが，システム

の構成は２マスタ・１スレーブに限られており，３台以上のマスタを用いたり，ロボット

の数が変動するようなシステムには対応していない．

1.5 本研究の目的

本研究では，可変スケール型のバイラテラル・テレオペレーションについて，ロバスト

制御理論に基づいて受動的なオペレータと環境に対して安定な制御則の設計および実験シ

ステムを構築してのユーザビリティテストを行う．また，変動時間遅れのあるバイラテラ

ル・テレオペレーションについて，波変数に基づいた制御則を適用した際に起こる位置ド

リフトを補償する制御則を構築する．さらに時間遅れのあるマルチラテラル・テレオペ

レーションについて，波変数に基づき，任意の台数のアームを接続しても受動性が保証さ

れる制御則の提案とシステムの評価を行う．

2章では，可変スケールテレオペレーションについて，散乱変換とゲインスケジュール

ド H∞ 制御を用いることで，任意の受動的なオペレータと環境に対してロバスト安定性

を保証する制御系の設計を行う．この理論は，藤原ら [18] によって提案されていたもの

の，制御系に対する重み付けが不適切であったため，十分な位置と力の追従を達成できて

いなかった．また，Vander Poortenは，制御性能を向上するためにオペレータのモデル

の導入や重みの調整を試みているが [61]，重みの設定方法に関しては十分に体系的であっ

たとは言えない．また，実機において十分な追従を達成するには至っていない．本論文で

は，制御目的を変更してコントローラの次数を下げたほか，力の制御目的についてはバネ

特性を持たせることで最適化計算の数値的安定性を向上させた．さらに，スケール比に応

じて変化するような重みを導入し制御性能の向上を図った．また，制御目的の重みの決定

方法について考察を行い，位置や力の追従性とオペレータ・環境に対するロバスト安定性
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がトレードオフの関係にあることを確認した．また実験に用いたスレーブアームには摩擦

をはじめとする非線形なモデル化誤差が含まれており，位置と力の追従が十分ではない．

本研究においてはこれらのモデル化誤差を補償してスレーブアームの動特性を理想的な線

形モデルの動特性に近づけることで，提案する手法が実機でも十分な追従性が得られるこ

とを確認した．

3 章では，可変スケールテレオペレーションのユーザビリティについて議論する．ま

ず，ズーム機構を持つマイクロスコープをスレーブ側に配し，速度のスケール比とマイク

ロスコープのズーム倍率を連動させた VST システムを試作した．スレーブ側の力に大き

なレンジが必要となるタスクを考案し，位置スケール比と力スケール比の双方が可変とな

る VST システムのユーザビリティ評価実験を行った．実験の結果から，スケールを可変

とすることが有効であるかどうかを確認し，スケール調整インタフェースの設計について

議論する．

4章では，波変数に基づくバイラテラル制御において，遅れ時間の変動と数値積分の誤

差の双方によって引き起こされる位置ドリフトを補償する制御則の検討を行う．これまで

に提案されており，変動時間遅れによるドリフトを補償することが可能な積分誤差フィー

ドバック [65]に対して，絶対位置情報のフィードバック項が現れるように式変形を施すこ

とによって，数値誤差にも対応できるように拡張する．積分誤差フィードバックおよび等

価な絶対位置フィードバックは，時間遅れが一定の時には補償を行わないため，波変数が

本来持つ動特性への影響を最小限に抑えられる．さらに，時間遅れの変動や通信途絶が存

在する環境下でも受動性が保証できるように，システムのエネルギー量を監視して制御出

力を停止するエネルギー収支モニタを導入する．実際の計算機ネットワークの通信遅延を

再現した実験を行い，提案手法が位置ドリフトを低減していることを確認する．

5章では，マルチラテラル・テレオペレーションシステムについて，波変数に基づいた

制御手法を提案する．従来の波変数に基づく制御においては，伝送路がバネと質量が連な

る分布定数系の動特性を模擬しているが，提案手法では，複数の分布定数系を結合する節

点を導入する．これにより，複数のオペレータが，枝分かれした柔軟な棒を持って対象物

を操作するような感覚で協調作業を行うことが可能となる．また，提案手法では各アーム

と節点との間は従来の波変数と変わらないため，4章で導入したような位置ドリフト補償

を容易に適用することが可能である．しかしながら，提案手法では，すべてのマスタアー

ムからの入力が平等に扱われることから，用途によっては不都合が生じる場合がある．例

えば，ロボットを協調して操縦する際に，片方のオペレータが誤った動きをした場合，も

う一方のオペレータは反対向きに相当大きな動作指令を出さなければならない．本論文で

は，波変数に基づいたマルチラテラル制御においても複数のオペレータの動作に優先度を

付けられる制御則を提案し，熟練度の異なるオペレータが協調して操縦する場面を想定し

た実験を行い，制御則の有効性を確かめる．
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最後に，6章で本論文のまとめと今後の課題について述べる．
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第 2章

オペレータと環境の不確かさを考慮
した可変スケールバイラテラル制御

2.1 はじめに

可変スケールテレオペレーション (Variable-scale teleoperation: VST) は，オペレー

タが位置スケール比と力スケール比の双方を作業中に調節可能なテレオペレーションシス

テムである．VSTシステムはオペレータと環境という動特性が不確かなサブシステムを

含んでいるだけでなく，スケール比の変化に応じてシステム自身の特性が変化する時変シ

ステムでもある．そのため，安定性を保証するような制御則の確立が重要な課題となって

いる．

動特性の不確かさに対処するための手法として，H∞ 制御や µ 設計法などのロバスト

制御理論が挙げられる．例えば，Kazerooni らは力制御型のテレオペレーション制御系

を H∞ に基づく最適制御によって設計した [30]．また，Lee と Jeong はテレオペレー

ションシステムの位置制御と力制御に異なる設計手法を導入しているが，そのうちの力

制御に H∞ 制御を用いている [34]．また，Leeらは µ設計法に基づくロバスト制御を提

案している [35]．マスタとスレーブの位置と力に一定のスケール比を導入する固定スケー

ルテレオペレーションについても，ロバスト制御理論が適用されている．例えば，Yan

と Salcudean は固定スケールテレオペレーションに対して，位置情報と力情報の両方を

フィードバックする４チャンネル型の H∞ 制御を提案している [62]．また，Kimらは µ

設計法を用いてシステムの比較を行う手法を提案している [31]．その他，システム内のむ

だ時間要素をモデルの不確かさとして取り扱うことによって，通信の時間遅れのあるテレ

オペレーションにも適用可能である [36]．

しかしながら，テレオペレーションシステムにおいてはオペレータと環境の不確かさを

どのように取り扱うかが大きな問題となる．オペレータは複雑な筋骨格系であり，その動
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特性は非線形であるため，線形時不変な数値モデルで近似することは難しい．また，環境

についても，自由空間から剛体壁まで幅広いものが考えられるため，オペレータと同様に

モデル化が難しい．上に述べた手法は，いずれもオペレータと環境のノミナルモデルある

いは正確なモデルを必要とする．一方で，受動性に基づいたテレオペレーション制御にお

いては，数値的なモデルを用いずに任意の受動的なオペレータと環境に対してロバスト安

定性を保証することができる．Colgate[11]は受動的なオペレータと環境を構造的不確か

さとして表現し，µ解析法に基づくロバスト安定性の解析手法を示した．Colgateの研究

においてはコントローラの設計はなされていなかったが，HuらはH∞ 制御による最適コ

ントローラの設計を行なっている [25]．また，吉川ら [67]は H∞ 制御よりも保守性の低

い µ設計法によるコントローラ設計手法を提案した．

しかしながら，上記の手法においてはスケール比の変化は考慮されていない．可変ス

ケールテレオペレーションについても，これまでに制御手法が幾つか提案されている．

Dubey[12]らは，センサの情報や環境のモデルに応じて速度のスケール比を変化させてオ

ペレータを支援する方法を提案したが，バイラテラル制御ではなく速度のスケール比のみ

を可変としている．Kosugiらは外乱オブザーバを用いた可変スケールバイラテラル制御

を提案しているが，理論的な安定性保証はなされておらず，制御系の設計を実験的に行っ

ている [33]．時変システムのロバスト制御の一つとしてゲインスケジューリング制御があ

り，Sanoらは変動時間遅れのあるバイラテラル制御に適用している [53]．Sano[54]らは，

さらにスケール比の変化に対しても安定性を保証するため，スケール比をスケジューリ

ングパラメータとするゲインスケジューリング制御を提案した．また，Boukhnifer[6]ら

はゲインスケジューリングを用いずに H∞ 制御をベースとした VST システムの制御則

を提案した．しかしながら，文献 [54][6] で用いられたシステムのモデルにおいては，環

境の動特性は既知としているほか，オペレータの動特性についても考慮されていないた

め，パラメータが未知の環境に対してはこれらの手法では安定性が保証されない．藤原ら

[18][19]，Vander Poorten[61]は，文献 [11][67]などと同様にオペレータと環境を構造的

不確かさで表現し，スケールド H∞ 制御とゲインスケジューリング制御を適用すること

で，オペレータと環境のモデルが未知である VSTシステムを安定に動作させる制御法を

提案したが，十分な制御性能のあるコントローラを得るためには重みを試行錯誤により調

整しなければならない．

本章では，藤原ら，Vander Poortenの手法をベースとし，これまでの制御目的より達

成が容易な介在バネ要素付きの制御目的を導入した．さらに，スケール比に応じて変化す

るような重みを導入し制御性能の向上を図った．また，制御目的の重みの決定方法につい

て考察を行い，位置や力の追従性とオペレータ・環境に対するロバスト安定性がトレード

オフの関係にあることを確認した．また実験に用いたスレーブアームには摩擦をはじめと

する非線形なモデル化誤差が含まれており，位置と力の追従が十分ではない．本研究で用
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いたアームのみならず，マイクロ環境においては低摩擦なアクチュエータが必ずしも利用

できるとは限らないため，H∞ 制御などの線形制御理論を用いる際には摩擦への対処が

必要となる可能性が高い．本研究においては，これらのモデル化誤差を補償してスレーブ

アームの動特性を理想的な線形モデルの動特性に近づけることで，提案する手法が実機で

も十分な追従性が得られることを確認した．
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Fig. 2.1 1DOF master-slave system model

2.2 制御対象の定式化

2.2.1 理想応答の定義

Figure 2.1 のように，速度のスケール比を ϕ, 力のスケール比を ε と定義する．オペ

レータがあたかも環境を直接操作しているかのような感覚を得ることが理想的であるか

ら，マスタの速度と拡大されたスレーブの速度が一致し，マスタの力と拡大されたスレー

ブの力が一致することが制御目的である．ϕと εは時間に依存するから，理想応答は，

ẋm(t) = ϕ(t)ẋs(t)

fm(t) = ε(t)fs(t)
(2.1)

と書ける．ここで，xm および xs はマスタアームとスレーブアームの手先位置であり，

fm はオペレータがマスタアームに加える力，fs はスレーブアームが環境に加える力であ

る．ここで，理想応答を式 (2.1)ではなく位置の追従 xm(t) = ϕ(t)xs(t)で定義しても制

御系の設計は不可能ではないが，この場合 ϕが変化するとオペレータがマスタアームを動

かしていないのにスレーブが動くことになるので不適切である．よって理想応答としては

式 (2.1)が適当である．

2.2.2 システムのモデル

本節では，文献 [18][61]と同様の方法により，1自由度システムのモデル化を行う．

スケールドテレオペレーションシステムは，Fig. 2.1のように，マスタアーム，スレー

ブアーム及びオペレータと環境から構成される．マスタアームとスレーブアームの運動方

程式は次のように書ける．
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Fig. 2.2 Block diagram of coupled master/operator and coupled slave/environment

um(t) + fm(t) = Mmẍm(t) +Bmẋm(t)

us(t)− fs(t) = Msẍs(t) +Bsẋs(t)
(2.2)

ここで，um, usはアクチュエータがマスタ，スレーブに加える制御入力，Mm,Ms, Bm, Bs

はマスタおよびスレーブの質量と粘性係数である．また，オペレータと環境は受動的，す

なわち自らエネルギーを発しないものであると仮定する．仮に，オペレータと環境が線形

時不変であるならば，これらの動特性は周波数領域で次式のように表すことができる．

Fop(s)− Fm(s) = Zop(s)Vm(s)

Fenv(s) + Fs(s) = Zenv(s)Vs(s)
(2.3)

ここで，Zop および Zenv はオペレータと環境のインピーダンスであり，Fop はオペレー

タが能動的に発する力，すなわち筋力に相当し，Fenv は環境が能動的に発する力に相当

する．また，Fm, Fs, Vm, Vs はそれぞれ fm, fs, ẋm, ẋs のラプラス変換である．ここ

で，fop, fenv はシステムの状態に依存しないものと仮定する．fenv が存在する場合の例

として，操作対象が心臓などの運動する器官である場合や，スレーブがグラインダなどの

電動工具を持っている場合などがある．すなわち，オペレータと環境が発する力 fm およ

び −fs は，受動的なインピーダンスによる反力とシステムの状態に依存しない外乱 fop,

fenv の和として扱う．これらのモデルのブロック図を Fig. 2.2 に示す．図中の Zm, Zs

はそれぞれマスタアームとスレーブアームのインピーダンスであり，

Zm(s) = Mms+Bm , Zs(s) = Mss+Bs (2.4)

と表される．また，vm = ẋm , vs = ẋs である．

2.2.3 オペレータと環境の散乱行列表現

オペレータと環境は，一般にはモデルの不確かなものであり，特に環境については，実

際に様々な環境との接触が考えられるために数値的なモデル化は難しい．そのため，マス

タ・スレーブシステムの制御においてはオペレータと環境は任意の受動的なシステムと仮
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定する場合が多い．H∞ 制御において受動性の概念を取り扱うために，ここでは散乱行列

表現 [63]を用いる．まず，Fig. 2.3において，散乱変換されたオペレータ・環境への入力

波 am, as と，逆にオペレータ・環境からの出力波 bm, bs を，

am,{(fop−fm)+ẋm}/2 , as,{(fenv+fs)+ẋs}/2 (2.5)

bm,{(fop−fm)−ẋm}/2 , bs,{(fenv−fs)+ẋs}/2 (2.6)

と定義する．これを変形すると，[
am

fm − fop

]
=

[
1 1
−2 −1

] [
bm
ẋm

]
= Tm

[
bm
ẋm

]
(2.7)[

as
fs + fenv

]
=

[
1 1
2 1

] [
bs
ẋs

]
= Ts

[
bs
ẋs

]
(2.8)

となり，オペレータと環境は Fig. 2.3のようなブロック図で表される．また，Fig. 2.3の

Sop, Senv は，反射係数と呼ばれ，bm = Sopam, bs = Senvas の関係を満たす．この反射

係数はインピーダンスを用いて

Sop =
Zop − 1

Zop + 1
(2.9)

Senv =
Zenv − 1

Zenv + 1
(2.10)

のように表され，これは式 (2.5)，(2.6)の関係式からも確かめられる．ここで，オペレー

タと環境を受動的なもの（すなわち Zop, Zenv は正実関数）と仮定すると，付録 2.Aから

∥am∥22 − ∥bm∥22 =

∫ ∞

0

a2m(t)dt−
∫ ∞

0

b2m(t)dt

=

∫ ∞

0

(fop(t)− fm(t))ẋm(t)dt

≥ 0

(2.11)

であるので，∥bm∥2/∥am∥2 ≤ 1 である．L2 ゲインが H∞ ノルムに等しい，つまり

∥Sop∥∞ = sup∥am∥2 ̸=0
∥bm∥2

∥am∥2
という性質を用いると，

∥Sop∥∞ ≤ 1 (2.12)

が成り立つ．同様にして環境についても ∥Senv∥∞ ≤ 1が成立する．よって，オペレータ

と環境の特性は，散乱行列 S を用いて次のように表現できる [67]．[
bm
bs

]
= S

[
am
as

]
=

[
Sop 0
0 Senv

] [
am
as

]
(2.13)

このようにオペレータと環境の不確かさを合わせて散乱行列 S として表現したとき，S

の H∞ ノルムが 1以下であることが，オペレータと環境が受動的であることと等価であ

るが，この不確かさ S が ∥Sop∥∞ ≤ 1, ∥Senv∥∞ ≤ 1 を満たす要素で構造化されている

点が重要である．
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Fig. 2.3 Operator and environment after scattering transformation

2.2.4 制御目的の設定

ここで，システム全体を一般化制御対象として表現するために，制御目的のベクトル

zperf を次式のように定義する．

zperf =


ep
ef
um

us

 ,


xm(t)− x̂s(t)

fm(t)− ε(t)fs(t)− (k1xm(t) + k2x̂s(t))
um

us

 (2.14)

ここで，x̂s(t)はスケーリングされたスレーブの速度を積分したもので，

x̂s =

∫ t

0

ϕ(τ)ẋs(τ)dτ (2.15)

と定義されるものである．式 (2.14)ではアクチュエータ入力が過大にならないように um

と us を zperf に含めている．また，力の制御目的については，式 (2.1)の理想応答型では

なく，バネ定数が k1, k2 で表される介在バネ要素を持たせた制御目的を設定する．

式 (2.1)が達成されれば，システムは Fig. 2.4(a)に示すような質量 0の剛体棒のよう

に振る舞う．しかし，この理想的なシステムはオペレータや環境からの入力がなくなって

もその場に留まり続けるため，位置が原点に収束しない不安定なシステムである．本研究

では，線形行列不等式 (LMI)を用いて制御系設計を行うが，LMIでは閉ループ系が安定

になるような解を探索する．したがって，理想応答型の制御目的は LMIを用いる限り達

成することができず，そのような達成不能な制御目的を設定すると数値計算の安定性が低

下してしまう．そこで，本論文では Fig. 2.4(b)に示すようにシステムを原点に戻すよう

なバネ特性を持った制御目的を導入する．このバネは数値計算の安定性を向上させるため

のものであり，バネ定数 k1, k2 はオペレータが感じない程度の小さな値に設定すれば十

分である．
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(a) System achieving Ideal responses

(b) System with intervening spring

Fig. 2.4 Ideal and spring-anchored teleoperation systems

2.2.5 一般化制御対象の構成

以上の準備の下で，マスタ・スレーブシステム全体を，Fig. 2.5で表される一般化制御

対象の形に変形する．状態量 x, システムへの外生入力 w, コントローラによる制御入力

u，出力 z，観測量 y を，

x =


xm

ẋm

x̂s

ẋs

 , w =

[
w∆

win

]
=


bm
bs
fop
fenv

 , u =

[
um

us

]
, z =

[
z∆
zperf

]
=

 am
as

zperf

 , y =


xm

ẋm

x̂s

ẋs

fm
fs


(2.16)

とすると，プラント P の状態方程式は次式のように書ける．

P :


ẋ = A(ϕ(t))x+B1w +B2u

z = C1(ε(t))x+D11(ε(t))w +D12u

y = C2x+D21w

(2.17)

このプラントの各行列の成分を 2.Bに示す．

2.2.6 制御目的に対する周波数重み

制御量ベクトル zperf の各成分に対しては，Fig. 2.5に示すように周波数に依存する重

みWp(s), Wf (s), Wum(s), Wus(s)により重み付けをする．
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Fig. 2.5 Generalized plant

これら重み関数の設定の方針としては，Wum(s), Wus(s)については，高周波で高くな

るように設定し，システムへの高周波領域での入力を抑制する．また，Wp(s), Wf (s)に

ついては，高周波での重みを小さく設定することで，外乱領域での無理な追従を緩和する．

重み付けされた制御目的 ẑperf , [ēp, ēf , ūm, ūs]
T を含む出力 ẑ は次式のように表さ

れる．

ẑ =

 am
as

ẑperf

 =


1 0 0 0 0 0
0 1 0 0 0 0
0 0 Wp 0 0 0
0 0 0 Wf 0 0
0 0 0 0 Wum 0
0 0 0 0 0 Wus




am
as
ep
ef
um

us

 (2.18)

周波数重みの状態量を xw とし，式 (2.18)の状態空間表現を次式のように表す．

W :

{
ẋw = Awxw +Bwz
ẑ = Cwxw +Dwz

(2.19)

状態ベクトルを新たに x̂ = [xT ,xT
w]

T と定義すると，周波数重みを合わせた一般化プラ

ントの状態方程式は，速度と力のスケール比をまとめて α = [ϕ, ε]T と表記することにす
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ると，

P̂ (α) :



˙̂x =

[
A(α) 04×4

BwC1(α) Aw

]
x̂

+

[
B1

BwD11(α)

]
w +

[
B2

BwD12

]
u

ẑ =
[
DwC1(α) Cw

]
x̂

+DwD11(α)w +DwD12u

y =
[
C2 06×4

]
x̂+D21w

(2.20)

と表される．以降，このシステムを以下のように表すものとする．

P̂ (α) :


˙̂x = Â(α)x̂+ B̂1(α)w + B̂2u

ẑ = Ĉ1(α)x̂+ D̂11(α)w + D̂12u

y = Ĉ2x̂+ D̂21w

(2.21)
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Fig. 2.6 Closed loop system with a structured uncertainty

2.3 ゲインスケジューリング制御器の設計

2.3.1 コントローラの設定

2.3.4節で示すように，本論文では前節で導出した一般化制御対象においてスケール比

を α = [ϕ(t), ε(t)]T と可変にした場合でもシステムを安定化できるようなゲインスケ

ジューリング制御が適用可能であることが示される．ゲインスケジューリング制御は，プ

ラント内の測定可能な時変パラメータの変動に応じてコントローラを変化させる制御であ

る．ここではゲインスケジューリング制御を適用することを前提として，スケジューリン

グパラメータ αに依存するコントローラK を次式で表す．

K :

{
ẋK = AK(α)xK +BK(α)y
u = CK(α)xK +DK(α)y

(2.22)

一般化プラントとコントローラをあわせた閉ループ系全体の状態方程式を，状態量を

xsys = [x̂T ,xT
K ]T として，以下で定義する．

Gsys(α) :

{
ẋsys = Asys(α)xsys +Bsys(α)w
ẑ = Csys(α)xsys +Dsys(α)w

(2.23)

2.3.2 スケールド H∞ 制御によるロバスト安定化

閉ループ系 Gsys(α)の伝達関数行列をGsys とする．ここで，不確かさブロックからの

閉ループ系への入力を w∆ = [bm bs]
T，外部からの入力を win = [fop fenv]

T，不確かさ
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ブロックへの出力を ẑ∆ = [am as]
T，制御目的 ẑout = ẑperf と定義する．ここで，

win =
1

γ
∆pẑout (2.24)

という，外生入力から制御目的までのフィードバックループを設定する．ここで，∆p は

ロバスト制御性能条件 (∥ẑout∥ < γ∥win∥) をロバスト安定条件に変換するために導入す
る ∥∆p∥∞ < 1を満たす仮想的な不確かさであり，γ の値が小さいほど制御性能が良いこ

とになる．

このとき，この系は Fig. 2.6 に示すようなブロック図で表すことができる．このロバ

スト制御性能を組み入れた不確かさは，

∆̂ =

(Sop 0
0 Senv

)
0

0 ∆p

 (2.25)

と表される．不確かさ ∆̂の H∞ ノルムは 1以下であるから，∥Gsys∥∞ ≤ 1 ならばこの

システムはロバスト安定である．しかし，不確かさが式 (2.25) のように構造化されてい

るとき，この条件は十分条件に過ぎず，保守的な制御となる．保守性を軽減し，制御性能

を向上させる手法の一つとして，スケーリング行列Dl,Dr を導入する方法がある [27]．

これらの行列は，Dr∆̂ = ∆̂Dl を満たす行列で，次のように設定する．

Dl =


(
l
1
2
1 0

0 l
1
2
2

)
0

0 l
1
2
3 I4

 , Dr =


(
l
1
2
1 0

0 l
1
2
2

)
0

0 l
1
2
3 I2

 (2.26)

このスケーリング行列は，∆̂ = D−1
r ∆̂Dl という関係が成り立つ．従って，Fig. 2.6の

系にスケーリング行列を導入すると Fig. 2.7 のようになり，スケーリングを施した系の

伝達関数 Ḡは， Γl , diag[I2, γ
− 1

2 I4], Γr , diag[I2, γ
− 1

2 I2] とすると，次式のように

なる．
Ḡ = DlΓlGsysΓrD

−1
r (2.27)

この系のロバスト安定条件は，∥Ḡ∥∞ < 1 となる．このロバスト安定条件を満たし，か

つ γ を最小にするような l1, l2, l3 を計算することで，目的のコントローラを得ることがで

き，この手法はスケーリングされた伝達関数を対象とするのでスケールド H∞ 制御と呼

ばれている．

不確かさが構造的な場合に H∞ 制御の保守性を軽減する方法として，上記のスケール

ド H∞ 制御の他に µ設計法がある．µ設計法のスケーリング行列が周波数依存であるの

に対し，スケールド H∞ 制御ではスケーリング行列が定数行列となる．µ 設計法を用い

た方が保守性がより低く性能の良いコントローラが求まる可能性があるが，理論的にロバ
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Fig. 2.7 Scaled H∞ control arrangement of a master-slave system

スト安定性が保証されるのは，モデルの不確かさのクラスが線形時不変の場合に限られる

[51]．一般にオペレータと環境は非線形で時変な特性を持つため，理論的に安定性が保証

されるのはスケーリング行列が定数行列の場合だけである．また，スケールド H∞ 制御

は次節で述べる LMIを用いた設計が可能である．以上の理由から，本論文ではスケール

ド H∞ 制御に基づく設計を行うものとする．

2.3.3 ロバスト安定条件の LMI表現

ゲインスケジューリング制御器の設計には一般に線形行列不等式 (Linear Matrix

Inequality: LMI) が用いられる．式 (2.27) の Ḡ の実現を {Ā, B̄, C̄, D̄} とし，L̄l ,
ΓlDl , L̄r , ΓrD

−1
r と定義すると，

Ḡ = L̄lGsysL̄r

= L̄l{Csys(sI −Asys)
−1Bsys +Dsys}L̄r

= C̄(sI − Ā)−1B̄ + D̄ (2.28)

であるから，

Ā = Asys B̄ = BsysL̄r (2.29)

C̄ = L̄lCsys D̄ = L̄lDsysL̄r (2.30)

となる．ここで，有界実補題 (Bounded Real Lemma)を用いると，∥Ḡ∥∞ < 1という条

件は次の LMIを満たす正定行列 P が存在することと等価である [3]．PĀ+ ĀTP PB̄ C̄T

B̄TP −I D̄T

C̄ D̄ −I

 < 0 (2.31)
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この LMIに式 (2.29)(2.30)を代入し，さらに，左右から diag[I, L̄−1
r , L̄−1

l ]をかけると，

Φ(P ) ,

PAsys +AT
sysP PBsys CT

sys

BT
sysP −L̄2

r DT
sys

Csys Dsys −L̄−2
l

 < 0 (2.32)

が得られる．この不等式には，解くべき行列 P とAsys,Bsys の積が含まれているため線

形ではない．よって，文献 [17][57]などに見られる合同変換という手法によりこの不等式

を線形化する．まず，P ,P−1 を次のように表現しなおす．

P =

[
Y N
NT Z

]
, P−1 =

[
X M
MT W

]
(2.33)

さらに，ΠX とΠY を，

ΠX =

[
X I
MT 0

]
, ΠY =

[
I Y
0T NT

]
(2.34)

と定義すると，PΠX = ΠY という関係が成立する．Π = diag[ΠX , I, I] を用いて

ΠTΦ(P )Πという変換をすると，次の行列不等式が得られる．


ÂX +XÂT + B̂2C̃ + (B̂2C̃)T Â+ B̂2D̃Ĉ2 + ÃT　

(Â+ B̂2D̃Ĉ2)
T + Ã Y Â+ ÂTY + B̃Ĉ2 + (B̃Ĉ2)

T　
(B̂1 + B̂2D̃D̂21)

T (Y B̂1 + B̃D̂21)
T　

Ĉ1X + D̂12C̃ Ĉ1 + D̂12D̃Ĉ2

B̂1 + B̂2D̃D̂21 (Ĉ1X + D̂12C̃)T　
Y B̂1 + B̃D̂21 (Ĉ1 + D̂12D̃Ĉ2)

T　

−

( l1 0
0 l2

)
0

0 γl3I2

 (D̂11 + D̂12D̃D̂21)
T　

D̂11 + D̂12D̃D̂21 −

( l−1
1 0
0 l−1

2

)
0

0 γl−1
3 I4




< 0

(2.35)

ただし，

Ã = NAKMT +NBKĈ2X + Y B̂2CKMT

+ Y (Â+ B̂2DKĈ2)X

B̃ = NBK + Y B̂2DK

C̃ = CKMT +DKĈ2X

D̃ = DK

(2.36)

である．また，P > 0だから， [
X I
I Y

]
> 0 (2.37)
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が得られる．式 (2.35) では，解くべき行列 X,Y , Ã, B̃, C̃, D̃ 同士の積の形はなくなっ

たが，スケーリングの値 li とその逆数 l−1
i (i = 1, 2, 3)が含まれているので，まだ線形で

はない．そのため，l1 → v1, l2 → v2, γl3 → v3, l
−1
1 → w1, l

−1
2 → w2, γl

−1
3 → w3 と置

きかえると，

vi = w−1
i > 0 (i = 1, 2) (2.38)

v3w3 = γ2 → minimize (2.39)

という条件式が得られる．さらに式 (2.38)は，次のように書き換えられる．[
vi 1
1 wi

]
≥ 0, rank

[
vi 1
1 wi

]
≤ 1 (i = 1, 2) (2.40)

この条件式のうち，2つ目のランク条件は依然として凸条件ではないが，この LMIは

線形化アルゴリズム (付録 2.C参照)による反復計算を用いて解くことができる．

以上の LMI条件を満たすX, Y , vi, wi (i = 1, 2, 3), Ã, B̃, C̃, D̃ が求まれば，次式

からコントローラを得ることができる．

AK(α) = N−1{Ã−NBKĈ2X − Y B̂2CKMT − Y (Â+ B̂2DKĈ2)X}M−T

BK(α) = N−1(B̃ − Y B̂2DK)

CK(α) = (C̃ −DKĈ2X)M−T

DK(α) = D̃
(2.41)

2.3.4 ゲインスケジューリング制御

可変スケール比 α = [ϕ(t), ε(t)]T をゲインスケジューリング制御におけるスケジュー

リングパラメータとみなし，Fig. 2.8に示す長方形領域 Λ(パラメータボックス)内を移動

するものとする．このようなゲインスケジューリングコントローラを求めるには，Λ内の

各点で定義される式 (2.35) を連立させて解けばよい．このとき，Ã, B̃, C̃, D̃ は各 LMI

ごとに定義される未知変数であり，X,Y , vi, wi (i = 1, 2, 3)はすべての LMI条件式にお

いて共通の変数である．しかし，この LMI条件をそのままゲインスケジューリング制御

に適用するには，Λ上のあらゆる点における LMI，すなわち無限個の連立 LMI条件を解

くことになるので，解を求めることは事実上不可能である．

ところが，システムがスケジューリングパラメータに関してアフィン，すなわち，シ

ステムの係数行列の各成分が ϕ または ε の 1 次式で表されているならば，任意の ϕ,

ε におけるシステムを Fig. 2.8 のパラメータボックスの各頂点 α1 = [ϕmin, εmin]
T ,

α2 = [ϕmax, εmin]
T , α3 = [ϕmin, εmax]

T , α4 = [ϕmax, εmax]
T における 4 つのシステム

のバイリニア補間によって厳密に表現することができる．すなわち，任意の α ∈ Λにお
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Fig. 2.8 Scheduling parameter box

けるシステムは，ξ を補間係数として，次のように表される．[
Â(α) B̂1(α)

Ĉ1(α) D̂11(α)

]
=

4∑
i=1

ξi(α)

[
Â(αi) B̂1(αi)

Ĉ1(αi) D̂11(αi)

]

ξi(α) ≥ 0,
4∑

i=1

ξi(α) = 1

(2.42)

ここで，補間係数 ξi は次のように表される．

ξ1 =
ϕmax − ϕ(t)

ϕmax − ϕmin
· εmax − ε(t)

εmax − εmin

ξ2 =
ϕmax − ϕ(t)

ϕmax − ϕmin
· ε(t)− εmin

εmax − εmin

ξ3 =
ϕ(t)− ϕmin

ϕmax − ϕmin
· εmax − ε(t)

εmax − εmin

ξ4 =
ϕ(t)− ϕmin

ϕmax − ϕmin
· ε(t)− εmin

εmax − εmin

(2.43)

システムが式 (2.42)の形で表現できるとき，LMI条件は各頂点の 4個に有限個化され，

各頂点において解を求めることができる．ここで各頂点 αi, (i = 1, 2, 3, 4) でのコント

ローラをK(αi)，その実現を {AK(αi), BK(αi), CK(αi), DK(αi)}とすると，Λ内の任

意の α(t)におけるK(α)も同じ補間によって表現することができ，[
AK(α) BK(α)
CK(α) DK(α)

]
=

4∑
i=1

ξi(α)

[
AK(αi) BK(αi)
CK(αi) DK(αi)

]
(2.44)
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Fig. 2.9 Simulation result using naive controller interpolating four constant-

scale controllers

で与えられる．

可変スケール型バイラテラル制御系は式 (2.21)のαを可変にしたものであり，式 (2.20)

と付録 Aの式より，式 (2.21)は式 (2.42)のように表され，式 (2.44)で表されるゲインス

ケジューリング制御が適用可能であることがわかる．

ここでゲインスケジューリング制御の必要性を示すために，試しにパラメータボックス

Λの各頂点それぞれのスケール比による固定スケールテレオペレーションのコントローラ

を 2.3.3節で示した方法で設計し，得られた４つのコントローラを (2.44)式と同様に補間

したコントローラを用いて Simulink によるシミュレーションを行った結果を Fig. 2.9に

示す．シミュレーションに用いた各種パラメータの詳細は省略するが，パラメータボック

スの各頂点上ではもちろん安定に動作するものの，頂点以外の点では４つの固定スケー

ル用コントローラを単に補間するだけでは不安定になることが確認された．したがって，

VST の安定性を保証するためにゲインスケジューリング制御が必要であることが分かる．
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2.4 スケール比依存重みの導入

一般に，H∞ 制御理論によるコントローラ設計ではいかに適切な重みを設定するかが重

要である．しかしながら VSTにおいて変化させるスケール比の範囲が広い場合には，最

適な重みはスケール比によって異なる可能性があるので，コントローラの設計を行う際

に，パラメータボックス Λ 内のすべてのスケール比で満足のいく性能を実現できるよう

な重みを１つだけに選ぶことは難しい．そこで，本節ではスケール比 ϕ, εに応じてこの重

みを変化させることを考える．そうすることで，コントローラ設計の際に設定できるパラ

メータが増加し，コントローラの保守性を軽減する効果も期待される．

ただし，LMI のアフィン性を維持するためには，すべての制御目的に対する重みをス

ケール比依存にすることはできず，Wp およびWf のみをパラメータ ε, ϕに依存させるこ

とが可能である．ここでは，スケジューリングパラメータ α = [ϕ, ε]T に依存する周波数

重みの形として，重みのゲイン部分をスケール依存とする次式を導入することにする．

Wp =
10Kp(α)

s+ 10
Wf =

10Kf (α)

s+ 10
(2.45)

入力に対する重みはスケール比依存にできないので，以下のような固定重みを設定する．

Wum =
Kums

s+ 500
Wus =

Kuss

s+ 500
(2.46)

これら４つの重みは 2.2.6節で述べた方針に基づいてWp，Wf は一次遅れ系としてロー

パス特性を持たせ，Wum，Wus はハイパス特性を持たせた．以上の 4つの重みからなる

式 (2.18)を式 (2.19)のように状態空間表現で実現する際にBw, Cw のとり方は無数に存

在するが式 (2.21)の α = [ϕ, ε]T に関するアフィン性が損なわれないように Bw, Cw を

決定する必要がある．状態空間表現として例えば次式のものを選べば，式 (2.21) に相当

する式の係数行列は式 (2.21)同様に αに関してアフィンとなる．

W :


Aw = diag(−10,−10,−500,−500)
Bw = [04×2 I4]
Cw = [02×4 diag(Kp(α),Kf (α),

−500Kum,−500Kus)]
Dw = diag(1, 1, 0, 0,Kum,Kus)

(2.47)

一方，状態空間実現を，

W :


Aw = diag(−10,−10,−500,−500)
Bw = [04×2 diag(Kp(α),Kf (α),

−500Kum,−500Kus)]
Cw = [02×4 I4]
Dw = diag(1, 1, 0, 0,Kum,Kus)

(2.48)
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Fig. 2.10 Parameter dependent gain map

ととった場合，式 (2.20)のBwD11(α)に相当する部分は，

Bw(α)D11(α)

=


0 0 0 0

−2Kf (α) −2ϕ(t)Kf (α) Kf (α) ϕ(t)Kf (α)
0 0 0 0
0 0 0 0

 (2.49)

となり，ϕと Kf (α)の積が現れるためアフィンではない．さらにゲイン Kp(α), Kf (α)

そのものもスケジューリングパラメータに対してアフィンになるように設定する必要があ

る．すなわちゲイン K は Fig. 2.10に示すようにパラメータ空間上ではある傾きをもっ

た平面となっていなければならない．

次にこの平面をどのように決定するかが問題となる．その一つの方法として Fig. 2.10

に示したように，パラメータ空間上の個々の点で固定したスケール比での最適なゲイン

マップの曲面を最もよく近似するような平面とすることが考えられるが，そもそもパラ

メータ空間上のある一点に対応する LMIを解くだけでよい固定スケールコントローラと，

4頂点に対応する LMIをすべて連立させて解かなければならないゲインスケジューリン

グ制御器では，コントローラの性質が違うので，固定スケールの最適ゲイン曲面の平面近

似が必ずしも適当なゲイン設定であるとは言い難い．そこで本論文ではこの平面の傾きや

高さを適当に与えてシミュレーションの結果を見ながら自動的に探索するという方法を

採った．この点については次節で詳しく述べる．
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2.5 コントローラの設計手順

2.5.1 計算の手順

第 2.2節から第 2.4節までの議論に基づいたコントローラの具体的な設計手順は以下の

ようになる．

手順 1 制御目的に対する重みを設定する

手順 2 式 (2.35)，式 (2.37) の連立 LMI を満足する X, Y , Ã, B̃, C̃, D̃, vi, wi (i =

1, 2, 3)を求める．

手順 3 手順 2の解を初期値として，線形化アルゴリズムによる反復計算を行い，v1w1 と

v2w2 を１に収束させる．

手順 4 v1, v2, w1, w2 を手順 3で得られた値に固定した上で線形化アルゴリズムを用い，

v3w3(= γ2)を最小化する

手順 5 式 (2.41)によってコントローラを得る．

制御目的に対する重みを適切に設定しなければ，十分な制御性能が得られず，システムが

安定に動作しない場合もある．本節では，適切な制御性能が得られるような重みの調整方

法について述べる．

まず，入力に対する重みWum, Wus を調整する．このシステムでは，マスタとスレー

ブの力を追従させるという制御目的が含まれている．しかし，力の理想応答を達成するた

めには，アームの慣性や粘性をキャンセルする必要があるので，コントローラのゲインは

慣性をキャンセルするために高周波で非常に大きなものとなり，システムが不安定にな

る．この問題を回避するために，Wum, Wus を高周波領域で十分大きな値に設定する．

次に，Wp とWf の設定を行うが，現状では先見知識からWp とWf の最適な値を求め

ることは容易ではなく，シミュレーションの結果を見ながら試行錯誤的に調整しなければ

ならない．しかしながら，Wp とWf の比については，目標となる追従誤差をもとに決定

することが可能である．例えば，目標となる位置の追従誤差を 10−3 m, 力の追従誤差を

1 Nとすれば，位置は力の 1000倍の追従性能が要求されることになるので，Wp/Wf =

1000となる．従来はWp とWf という２つの重みを探索しなければならなかったが，比

を固定することによって探索すべき重みが１つに減少し，効率のよいコントローラの設計

が可能となる．
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Table 2.1 Parameters in simulation

Parameter Value Parameter Value

Mm 1.0 (kg) Ms 0.1 (kg)

Bm 1.0 (Ns/m) Bs 0.05 (Ns/m)

mop 1 (kg) menv 0.1 (kg)

bop 0.4 (Ns/m) benv 3 (Ns/m)

kop 1 (N/m) kenv 50 (N/m)

本論文では，Kp については下記に示すような 50種類の重みを与える．

Kp(ϕ, ε, n) =

{
Kϕ

ϕ− (ϕmax + ϕmin)/2

ϕmax − ϕmin
+Kε

ε− (εmax + εmin)/2

εmax − εmin

}
Kn (2.50)

Kn =10n/10+2, (n = 1 . . . 50) (2.51)

ただし，Kϕ およびKε はスケール比依存重みにおいて，それぞれ ϕ軸方向と ε軸方向の

傾きを表している．例えば，Kϕ > 0ならば速度のスケール比 ϕが大きくなるに従って重

みを大きくすることを意味する．また，Kn を指数関数的に与えることで幅広く重みを探

索することにする．本論文ではスケール比依存重みの効果を検証しやすいように 50種類

の重みを試行しているが，実際にコントローラを設計する際には下記のような手順で効率

よく重みを調整することが可能である．

手順 1 幅広い範囲に対してKn を粗く探索する．

手順 2 制御性能が高いKn の範囲に絞り込んで細かく探索する．

2.6 提案手法の効果の検証

2.6.1 介在バネ要素の効果

本節では，式 (2.14)において導入した介在バネ要素の効果を検証する．前節で述べた手

順に従って設定した 50組の重みに対しそれぞれコントローラを算出し，シミュレーショ

ンを行なって制御性能を確認する．本節でコントローラの算出およびシミュレーションに

使用したパラメータは，Table 2.1の通りである．また，シミュレーションにおいてはオ

ペレータの入力 fop として大きさ 5[N], 周期 5[s]の矩形波入力を加え，環境からの外生入

力 fenv は 0とした．

また，シミュレーション結果の位置と力の追従誤差については，次式で表される
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Fig. 2.11 Effect of intervening spring

RMSE(二乗平均平方根誤差)を用いて評価する．

ep =

√
1

T

∫ T

0

(xm(t)− x̂s(t))2dt (2.52)

ef =

√
1

T

∫ T

0

(fm(t)− ε(t)fs(t))2dt (2.53)

本節では，50 組の重みを設定して 50 個のコントローラを求め，それぞれに対してシ

ミュレーションを実行する．重みの大きさと位置の追従誤差の関係を Fig. 2.11に示す．

従来の理想応答型の制御目的を用いた場合，50個のうち安定なコントローラは 15個しか

得られなかったが，介在バネ要素を導入することで安定なコントローラが 41個得られた．

また，Fig. 2.11から，従来法では重みと追従性の関係が大きくばらついており重み調整

が困難であったが，バネ要素によって重みと追従性の関係がはっきりと分かるようになっ

たため，重みの設定が容易になっていると言える．

2.6.2 スケール比依存重みの効果

次に，2.4節で導入したスケール比依存重みの効果を検証する．50組の重みに対して重

みの大きさと上式の追従誤差の関係をプロットしたものを Fig. 2.12および Fig. 2.13に

示す．なお，Fig. 2.12においては，次に示す５種類の重みを与えた．
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Fig. 2.12 Relation between weight and position tracking error

• スケール比に依存しない重み（一定重み）
• ϕに依存する重み（Kϕ = 0.3, Kε = 0）

• ϕに依存する重み（Kϕ = −0.3, Kε = 0）

• εに依存する重み（Kϕ = 0, Kε = 0.3）

• εに依存する重み（Kϕ = 0, Kε = −0.3）

図から，全体的な傾向として重みを大きくするほど追従誤差が低下する．また，重みの平

均が同じであれば，ϕ に依存する重みを設定することで追従誤差が低下することが分か

る．一方で，εに依存する重みを導入しても制御性能にはほとんど影響を与えない．

次に，制御性能とロバスト安定性との関係について検証する．本来，v1w1 = v2w2 = 1

でなければロバスト安定条件は満たされないが，実際にコントローラの算出を行うと viwi

の値が１より大きくなる場合がある．このような場合，ロバスト安定条件が厳密には満た

されず，オペレータや環境のパラメータあるいはスケール比の変化によってシステムが不

安定となる可能性がある．Fig. 2.14に重みとロバスト安定性指標 v1w1v2w2 の関係を示

す．図より，重みが大きくなると v1w1v2w2 の値が大きくなりロバスト安定性が低下して

いることが分かる．次に，ロバスト安定性指標 v1w1v2w2 と位置の追従誤差の関係を Fig.

2.15に示す．図から，ロバスト安定性と制御性能のトレードオフの関係が確認できる．ま

た，ϕに依存する重みを導入した場合，制御性能は向上しているがロバスト安定性には影

響を与えていないことも分かる．従って，スケール比依存重みを導入することによって，
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Fig. 2.13 Relation between weight and force tracking error

重みの自由度を向上させコントローラの保守性を低減できていることが確認された．
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Fig. 2.14 Relation between weight and robustness index

Fig. 2.15 Relation between robustness index and position tracking error
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Table 2.2 Parameters of master arm and slave arm

Parameter Value Parameter Value

Mm 5.83 (kg) Ms 0.019 (kg)

Bm 13.3 (Ns/m) Bs 1.158 (Ns/m)

2.7 制御性能確認実験

2.7.1 実験装置

提案する手法が実機においても十分な制御性能が得られることを確認するために，実験

を行った．

実験に用いるマスタ・スレーブシステムは，Fig. 2.16のマスタアームと Fig. 2.17の

スレーブアームから構成される．マスタアームは平面 3 自由度の DD モータで駆動され

るスカラ型ロボットアームであるが，今回は 1 自由度の実験であるため，第 1 軸を固定

して第 2 軸 (肘関節) のみを使用する．アームの長さは 300[mm], エンコーダ分解能は

120,000[pulse/rev] で, 手先に 6 軸力センサを備える．スレーブアームに用いた装置は，

直動型ボイスコイルモータで Fig. 2.17のプローブを駆動することが可能な位置検出器で

あり，エンコーダ分解能は 2000[pulse/mm]，ストロークは約 12[mm], 内蔵する力センサ

は最大 0.2[N]まで検出可能である．また，Fig. 2.17に示すように環境としてスポンジを

設置した．制御にはリアルタイムOSの VxWorksが動作する PC(Pentium II, 450MHz)

を用い，制御周期は 1000[Hz]である．なお，実機の質量および粘性係数は Table 2.2の

とおりである．

スケール比の範囲は，使用するスレーブ装置の可動範囲や力センサの性能から，5 ≤
ϕ ≤ 10, 25 ≤ ε ≤ 100 とした．オペレータがスケール比を調節する方法として，Fig.

2.18に示す 2個のダイヤル（可変抵抗器）を用いる．それぞれのダイヤルの値を単純にス

ケール比 ϕ, εに割り当ててもよいが，スケール効果を考慮すると ϕの変化に連動して ε

を変化させるほうが良い．そこで，一方のダイヤルの値はそのまま ϕに対応させるが，も

う一方のダイヤルの値は以下に示す κ (log10 25 ≤ κ ≤ log5 100)に対応させ，εは次式で

与えるようにする．

ε =

 25 (ϕκ < 25)
ϕκ (25 ≤ ϕκ ≤ 100)
100 (100 < ϕκ)

(2.54)

この方法では，例えば κ = 2に設定すれば，ϕのダイヤルで速度スケール比を変化させて

も，環境の見かけの弾性係数を一定に保つことができるという利点があるが，操作性の良
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Fig. 2.16 Master arm Fig. 2.17 Slave arm

さに関しては今後評価実験により確認する必要がある．

2.7.2 アームのモデル誤差補償による追従性の向上

実験で用いた Fig. 2.17のスレーブアームには，重力や摩擦力，さらに装置内部の配線

の影響と思われるバネ力が作用しているため，これらの影響を除去し，式 (2.2)で示した

特性に近づけるために Fig. 2.19 に示すような補償制御を行った．Fig. 2.19の τg は重力

Fig. 2.18 Scale adjustment dials
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Fig. 2.19 Model error compensators

とバネ力を打ち消すための補償入力であり，重力とバネ力の同定データをもとに以下のよ

うな入力を加えた．

τg =− 6.251× 10−7x5
s − 2.362× 10−6x4

s + 2.706× 10−4x3
s

+ 3.769× 10−3x2
s + 2.235× 10−2xs + 1.453× 10−2 [N]

(2.55)

ここで，スレーブアームの位置 xs[mm]はスレーブアームのストローク最下端位置を原点

とし，下向きを正とする．また，スレーブアームにかかる摩擦の大きさを測定したデータ

をもとに，Fig. 2.19の摩擦補償入力 τf は次式のように与えた．

τf =

{
sgn(us − fs)τµ (ẋs = 0)
sgn(ẋs)τµ (ẋs ̸= 0)

(2.56)

ただし，sgn(x)は xの符号を表し，sgn(0) = 0とし，摩擦の大きさ τµ は τg と同様に同

定実験の結果を基に多項式近似された次式で与えられる．

τµ =− 9.078× 10−6x5
s − 2.115× 10−4x4

s − 1.566× 10−3x3
s

− 3.786× 10−2x2
s − 2.158× 10−3xs + 9.727× 10−3 [N]

(2.57)

また，実験で用いたスレーブアームには局所的に大きな静止摩擦が再現性なく発生するた

め，式 (2.56)，(2.57)のようなある xs に対して一意的に決まるような補償入力だけでは

十分な位置追従性が得られなかった．そこで，実際のスレーブアームの特性 Ps(s)がコン

トローラの設計に用いた理想的なアームの特性 P̃s(s) = 1/(Mss+ Bs) に近づくように，

理想的なアームのモデル P̃s(s)が出力する速度 ˙̃xs と実際の速度 ẋs との誤差をフィード
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バックした．フィードバックゲイン KM は今回は 0.2 とした．なお，マスタアームには

Fig. 2.19に示したものと同様に，大きさ 0.515[N]の摩擦補償および KM = 10とするモ

デル化誤差補償を加えた．ただし，式 (2.55) に相当する重力およびバネ力の補償は行っ

ていない．

なお，KM → ∞とするとアームの特性は理想的なモデル P̃s(s)に一致するが，実際に

ゲイン KM を設定する際には，速度や力の測定ノイズによる振動が発生しない程度の値

を選ぶ．

なお，本節で提案したモデル化誤差補償は非線形システムを対象としたものであり，補

償後のアームに可変スケールバイラテラル制御を適用したときの全体システムの安定性を

理論的に示すことは困難である．そこで，本節では PD 制御による単純な位置フィード

バック系を構築し，アームが補償器を導入することで理想モデルの応答に近づいているこ

とを実験的に示す．位置フィードバックの実験結果を Fig. 2.20に示す．図から，提案手

法を用いることでシステムの応答が理想モデルに近づいていることが確認できる．

2.7.3 実験結果

2.7.4 マスタ・スレーブでの実験結果

Table 2.2 のパラメータを用いてコントローラを設計し，シミュレーションを行うと

Fig. 2.21に示すような結果が得られ，理想的なアームにおいては十分な位置追従性が得

られている．しかし，同じコントローラを用いて 2.7.2節の補償制御を行わなかった場合

の実験を行ったところ，Fig. 2.22のような結果となり，位置・力ともに追従誤差が大き

く，十分な性能が得られているとは言えない．

次に，式 (2.55)，(2.56)の摩擦補償と重力補償のみを行って実験を行った．このときの

実験結果を Fig. 2.23に示す．補償を行っていない場合と比べて追従性が改善されたもの

の，摩擦や重力の同定誤差が存在するため，追従性を大きく改善することはできなかった．

次に，2.7.2 節で示した補償制御を全て用いた場合の実験結果を Fig. 2.24 に示す．モ

デル化誤差補償を行うことで，理想的なアームを仮定したシミュレーションと同等の制御

性能が得られたことが分かる．
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(a) Master arm

(b) Slave arm

Fig. 2.20 Effect of model error compensation
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Fig. 2.21 Simulation result with ideal master and slave arms

Fig. 2.22 Experimental result (without model error compensation)
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Fig. 2.23 Experimental result (with friction and gravity compensation only)
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Fig. 2.24 Experimental result (with the proposed model error compensation)
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2.8 おわりに

本章では，可変スケールテレオペレーションシステム (VST)を安定に制御するコント

ローラを設計するための理論的枠組みを提案し，実験によりその有効性を示した．オペ

レータと環境の不確かさを取り扱うために，オペレータと環境を受動的なものと仮定して

H∞ ノルムが 1以下の構造化された散乱行列として表現し，これらの変動に対するロバス

ト安定性を保証するためにスケールド H∞ 制御を導入し，そのロバスト安定条件を LMI

表現の形で導出した．スケールド H∞ 制御を用いることで，µ 設計では保証されなかっ

た非線形時変のオペレータ/環境に対するロバスト安定性が保証される．VSTは一種の時

変システムとなるが，VSTの状態空間表現がスケール比に対してアフィンであることか

ら，スケール比をスケジューリングパラメータとするゲインスケジューリング制御が適用

可能であることを示した．

本章では，コントローラ最適化計算の数値的安定性を高めるために，システムを原点に

引き戻すようなバネ要素を制御目的に追加した．シミュレーションを行い，バネ要素を導

入することで重みと制御性能の相関が強くなり重み調整が容易になったことを確認した．

さらに，設計の自由度を高めるために，制御目的に対するスケール比依存型の重みを導入

し，スケール比に対する LMI のアフィン性を損ねないような重みの設定方法を示した．

このスケール比依存重みと従来の一定の重みとを比較した結果，スケール比依存重みを用

いることで制御性能の高いコントローラを発見できる可能性が向上できることが分かっ

た．また，入力に対する重みを固定し，かつ位置の重みと力の重みの比率を固定すること

によって，重み探索の自由度を下げて効率良く探索できる手法を提案した．また，アーム

のモデル化誤差を補償し，理想的な線形モデルに近づけるような制御系を加えることに

よって，実験装置においても十分な制御性能が確保されることを確認した．

しかしながら，現状では，位置と力を追従させ，かつコントローラの高周波ゲインを抑

えるという制御目的を達成するために，制御目的に対する重みを非常に大きなものに設定

しなければならず，それによりオペレータと環境に対するロバスト安定性が厳密には満足

されていないという問題点があることが分かった．現状でも重みの探索とシミュレーショ

ンを繰り返すことで十分に安定に動作するコントローラを得ることが可能であるが，今後

は計算のアルゴリズムを再検討してロバスト安定性を厳密に保証できる手法を検討する必

要がある．

また，仕様を満たすコントローラが得られにくいもう一つの理由として，ゲインスケ

ジューリング制御の保守性が挙げられる．本研究では，パラメータボックスの各頂点で

定義される LMIを解いてコントローラを得ているが，LMI中のリアプノフ変数は全ての

LMIに対して共通でなければならない．この問題に対して，リアプノフ変数をスケジュー
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リングパラメータに依存させる伸長型 LMIなどの研究が進んでおり [8][13]，そのような

新しい手法を適用することで保守性の低減が期待される．



2.A L2 ノルムの定義 51

付録 2.A L2 ノルムの定義

複素関数行列 G(s)の L2 ノルムは次式で定義される．

∥G(s)∥2 ,
(

1

2π

∫ ∞

−∞
tr[G∗(jω)G(jω)]dω

)1/2

(2.58)

パーセバルの等式から，L2 ノルムは時間領域で次式のようにも書ける．

∥G(s)∥2 ,
(∫ ∞

−∞
tr[G∗(t)G(t)]dt

)1/2

(2.59)

付録 2.B 一般化制御対象の係数行列

A =


0 1 0 0
0−Bm+1

Mm
0 0

0 0 0 ϕ
0 0 0−Bs+1

Ms

 B1 =


0 0 0 0

− 2
Mm

0 1
Mm

0

0 0 0 0
0 − 2

Ms
0 1

Ms



B2 =


0 0
1

Mm
0

0 0
0 1

Ms

 C1 =


0 1 0 0
0 0 0 1
1 0 −1 0

−k1 −1 −k2 −ε
0 0 0 0
0 0 0 0



D11 =


1 0 0 0
0 1 0 0
0 0 0 0
−2 −2ε 1 ε
0 0 0 0
0 0 0 0

 D12 =


0 0
0 0
0 0
0 0
1 0
0 1



C2 =


1 0 0 0
0 1 0 0
0 0 1 0
0 0 0 1
0 −1 0 0
0 0 0 1

 D22 =


0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
−2 0 1 0
0 2 0 −1





52 第 2章 オペレータと環境の不確かさを考慮した可変スケールバイラテラル制御

付録 2.C 線形化アルゴリズム

線形化アルゴリズム [27][20]は， [
X I
I S

]
≥ 0 (2.60)

の条件化で trXS を最小化するアルゴリズムである．ある点 (X0, S0) において，trXS

の線形近似は
ϕlin = constant + tr(S0X +X0S)

という形をとる．このアルゴリズムは次のようになる．

1. 解 X0, S0 を見つける．もし解がなければ終了する．k = 0とする．

2. Vk = Sk, Wk = Xk として，式 (2.60)の条件下で次の LMI問題を解く．

minimize tr(VkX +WkS)

3. k = k + 1として 2.に戻る．
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可変スケールテレオペレーションの
ユーザビリティ評価

3.1 はじめに

可変スケールテレオペレーション (VST)システムは，素早い動作と繊細な動作を組み

合わせた微細作業を効率よく行うことができると考えられる．しかしながら，スケール比

の調整に時間を要するため，VSTシステムが本当に有効であるかどうかについては実験

を行なって確認する必要がある．

長谷川らは，ロボット群の操縦インタフェースにズーム機構つきのカメラを導入し，ロ

ボット群の一部を拡大して局所的に動作司令を与えられるシステムを提案している [23]．

しかしながら，ロボット自体の操縦はマスタ・スレーブシステム方式ではなく，力覚フィー

ドバックが存在しない．Dubeyらが提案した可変スケールシステム [12]においても，タ

スクを設定して作業に要する時間を測定し，速度のスケール比を可変にすることの有効性

を示したものの，力のスケール比が可変ではないほか，速度のスケール比はスレーブアー

ムの位置に応じてあらかじめ決められたものであるため，本研究が対象とする速度と力の

スケール比をユーザが任意に決定できるシステムとは実験環境が異なっている．またヴァ

ンダーポールテンら [60] は，VST システムのカメラ制御アルゴリズムを幾つか提案し，

計算機上のシミュレーションで各々のアルゴリズムのユーザビリティ評価を行ったが，オ

ペレータへの力のフィードバックが存在していない．したがって，オペレータがスケール

比を調整し，かつ力のスケール比が可変となっているシステムの有効性について示された

例はこれまでのところないと言える．

本節ではズーム機構を持つマイクロスコープをスレーブ側に配し，速度のスケール比と

マイクロスコープのズーム倍率を連動させた VSTシステムを試作した．スレーブ側の力

に大きなレンジが必要となるタスクを考案し，速度のスケール比と力のスケール比の双方
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Fig. 3.1 1-DOF VST system with visual feedback

が可変となる VSTシステムのユーザビリティ評価実験を行った．予備実験の結果をもと

に適切なスケール比調整インタフェースを試作し，本実験を行った．実験の結果から，オ

ペレータ毎に個人差があるものの VSTが有効であることを確認した．

3.2 視覚システムとの統合とユーザビリティ評価

3.2.1 視覚システムを統合した VSTシステムの試作

前章までの議論により，VSTシステムを安定に動作させ，かつ十分な追従性を達成でき

る制御系の設計が可能となった．しかし，実際にテレオペレーションシステムを利用する

には，スレーブ側の視覚情報を操縦者にフィードバックすることが不可欠である．本節で

は，Fig. 3.1に示すズーム機構を有するマイクロスコープをスレーブ側に設置した VST

統合システムについて述べる．

スレーブ側の視覚情報をオペレータに提示するために，スレーブ側に Fig. 3.2 に示す

マイクロスコープを設置する．マイクロスコープは KEYENCE製 VH-5000であり，同

社製のズームレンズ VH-Z25（ズーム倍率 25～175倍）が取り付けられている．本実験に

おいては，速度スケール ϕが 5～10であるので，ϕ = 5にズーム倍率 25を，ϕ = 10に

ズーム倍率 50をそれぞれ対応させる．

マイクロスコープの倍率はズームドライブリングを回すことで調節できるが，Fig. 3.2

に示すようにこれをモータ駆動とし，P 制御によってスケール調整ダイヤルに連動して

ズーム倍率が変化するようにした．

マイクロスコープの映像は Fig. 3.3 に示すようにマスタアームの奥に設置されたディ
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Fig. 3.2 Microscope

スプレイを用いて操作者に提示される．また，このディスプレイの真上に Fig. 3.4 に示

すような現在のスケールを確認するためのディスプレイを設置した．

3.2.2 ユーザビリティ評価の予備実験

実験方法

可変スケールテレオペレーションが実際に有用であることを確認するとともに，今後構

築する多自由度システムを実用性の高いシステムとするための情報を得ることを目的とし

て，ユーザビリティ評価実験を行う．まず評価方法自体の妥当性の検証も含めて予備的な

実験を行った．

対象物としては，Fig. 3.5に示すような２層のゼリーをスレーブ側の環境として設置す

る．このうち，透明なゼリー (A 層) は厚さ約 2[mm] で大きさは約 10[mm]×10[mm] で

あり，0.20～0.30[N] 程度の力を加えると貫通する．赤いゼリー (B 層) も厚み約 2[mm]

で大きさは約 10[mm]×10[mm]と A層のゼリーと同じ大きさであるが，A層よりも多少

柔らかくしてあり，さらに B層のゼリーは被験者に判別させるために弾性率の異なる２

種類のゼリーを用意した．柔らかいゼリーは，0.05～0.07[N]程度の力で破損し，硬いゼ

リーは 0.15～0.20[N]程度の力で破損する．

タスクの内容は，マスタアームを操作してスレーブ先端のプローブで A層を貫通させ，
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Fig. 3.3 An overview of the master console

B層を破損しないよう注意しながらプローブを接触させ，B層のゼリーが「硬いゼリー」

か「柔らかいゼリー」かを判別することである．B層を破損せず，かつゼリーの硬さを正

しく判別できた場合にそのタスクを成功とし，それ以外の場合を失敗とする．

上記のタスクを，次の３種類のスケール比について各４回ずつ行い，タスクの成功率や

所要時間を調べる．

(LF: low fixed) ϕ = 5, ε = 25に固定

(HF: high fixed) ϕ = 10, ε = 100に固定

(V: variable) 可変スケール

なお，各４回の実験のうち，硬いゼリーと柔らかいゼリーをランダムな順番でそれぞれ２

回ずつ提示した．なお，実験結果が習熟効果の影響を受けないように，モード LF, HF, V

の順番は被験者ごとに異なる順番とした．例えば，ある被験者は LF4回, HF4回，V4回

の順で実験を行い，別の被験者は HF4回，V4回，LF4回の順に実験を行った．今回の

ユーザビリティ評価実験における被験者は 20代～40代の男性 5名，女性 1名の計 6名で

ある．

なお，本節の実験におけるタスクは実際の作業を想定したものではなく，１自由度シス

テムで作業が可能で，かつ幅広い力加減が必要になるように設定された抽象的なタスクで

ある．このタスクは，細胞膜を針で貫通して中の細胞核を操作するという作業に類似して
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Fig. 3.4 Scale display

Fig. 3.5 Target task

いるため，本実験の結果は細胞操作への応用が可能と考えられる．しかしながら，手術な

どの作業は一般に多自由度の複雑な作業であるほか，本実験のように環境を真横から見え

るようにカメラを配置することは難しい．従って，手術を対象とした VSTシステムにつ

いてはさらなるユーザビリティテストやインタフェース設計が必要であり，今後の課題と

考えられる．

ユーザビリティ評価の予備実験の結果

Table 3.1にタスクの成功率を示す．結果から，スケールの種類がタスクの成功率に与

えた影響は小さかったことがわかる．

次に，タスクの所要時間を Fig. 3.6 に示す．３つのスケールのうち，可変スケールが
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Table 3.1 Success rate (%)

Subject No Mode LF Mode HF Mode V

1 75 75 75

2 75 100 100

3 75 100 75

4 50 75 75

5 100 50 75

6 50 75 50

Average 70.8 79.2 75.0

最も早かった被験者は２名であった．有意水準 0.05の t検定によって有意差の有無を調

べたが，可変スケールが有意に早い被験者はいなかった．一方で，被験者３については，

モード HFのほうが可変スケールよりも有意に早いという結果になった．����������������������������������������������������������������������������������������������� �������������������������������������������������������������������� ������������������������������������������������������������������ ����������������������������������������������������������������� �������������������������������������������������� �������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy ��������������������������������������������������������������������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy ��������������������������������������������������������������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy ��������������������������������������������������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy ����������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy ������������������������������yyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyyy����������������yyyyyy
Fig. 3.6 Task completion time

以上のことから，この実験結果からは VSTシステムがマイクロテレオペレーションの

効率を向上させるのに有効であるとは言い難い．VSTシステムの有効性が示せなかった

理由としては，実験方法の問題とユーザインタフェースの問題が考えられる．まず，予備

実験では実験の後半になるほど被験者が操作に慣れてタスク所要時間が短くなったため，

事前の練習回数が不十分であったと考えられる．また，モード LFでも B層の硬さを容易
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に判別できてしまう被験者もいたことから，B層に使われた硬いゼリーと柔らかいゼリー

の弾性率の違いが大き過ぎることも分かった．

上記のような実験方法の初歩的な問題のほか，本実験の結果および被験者からのア

ンケートの回答などから，現状の VST システムには次のような問題点があることも分

かった．

• 速度スケールと力スケールのダイヤルを間違えて操作するケースが存在する．
• ダイヤルの回転に時間を費やすため，タスク所要時間が長くなる．
• スケールのプリセットがあれば操作性が向上する可能性がある．
• 速度スケールはカメラのズームと連動しているので直感的に把握できるが，力ス
ケールは画面に提示されているだけなので直感的ではない．

3.2.3 インタフェース部分の改良後のユーザビリティ評価実験

前節の予備実験によって，ダイヤルの操作性やスケール比の提示方法に問題があること

が分かったので，本節ではこれらの問題を解決するためにスケールの調整および提示イン

タフェースを変更し，再びユーザビリティ評価実験を行った．

改良したシステム

実験装置の構成を Fig. 3.7に示す．

まず，VSTシステムにおいてはスケール比を調整するという動作が必要になるが，前

節のようにダイヤルを用いると調整に時間がかかりタスクの所要時間が長くなることが分

かった．そこで，改良したシステムにおいてはダイヤルよりも素早く操作が可能になるよ

うに，Fig. 3.8に示すようなスライド式の可変抵抗器を用いたスケール比調節器を試作し

た．速度スケール比のスライダと力スケール比のスライダを平行にすれば，2本指で同時

にスケール比を調整できるものの，速度スケールのダイヤルと力スケール比のダイヤルを

間違える可能性が高い．そこで，Fig. 3.8の装置においては２つのスライダを直交させ，

速度スケール比は横方向のスライダで，力スケール比は縦方向のスライダで調節する方式

にした．

現状ではスケール比の範囲が狭く，予備実験でもほとんどの被験者がスケール比の上限

と下限のみを用いて操作を行ったので，改良したシステムにおいては式 (2.54) のような

割り当ては用いなかった．

現在のスケール比をオペレータに提示するために，予備実験ではディスプレイに Fig.

3.4に示すような表示を行ったが，この方法ではスケール比を直感的に把握することが難

しかったため，Fig. 3.9 に示すような表示方法に改良した．Fig. 3.9 のスケール比を表
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Fig. 3.7 Configuration of the experimental setup

示するバーの向きと Fig. 3.8 のスライダの向きとを対応させ，さらにディスプレイに表

示する速度スケール比のバーと力スケール比のバーの形状を異なるものにし，それぞれの

バーにアイコンを表示させた．これらの対策を施したことで，スライダの誤操作を防ぐこ

とが可能であると思われる．また，前節の実験ではスケール比表示画面を注視していな

かった被験者が存在したため，Fig. 3.10, Fig. 3.11に示すようにマイクロスコープの映

像とスケール比の表示をクロマキーによって重ね合わせ，ユーザの視線移動を低減するよ

うにした．
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Fig. 3.8 Scale adjustment slider Fig. 3.9 Improved scale display

Fig. 3.10 Scale display overlaid on the

microscope image (ϕ = 5)

Fig. 3.11 Scale display overlaid on the

microscope image (ϕ = 10)

評価実験

3.2.3節のシステムを用いて再度ユーザビリティ評価実験を行った．タスクの内容は前

節の予備実験と同様であるが，本節の実験は被験者を 20代～50代の男性８名，女性１名

に増やした．実験は被験者 1名につき 18回（各モード６回ずつ）行った．予備実験では

単一のモードでの実験を 4回連続で行ったが，実験結果を被験者ごとに見ると習熟効果の

影響が大きく出ていたので，本実験では 3種類のモードをランダムな順番で実験すること

にした．さらに，実験装置の操作に慣れるとともにゼリーの硬さを把握するため，事前に

12回（各モード 4回）以上の練習を行った．なお，予備実験の時よりも「硬いゼリー」と

「柔らかいゼリー」の弾性率の差を小さくし，モード LFでは判別しにくくしている．

本実験のタスク成功率を Table 3.2 に示す．モード HF およびモード V における成功

率は前回と同程度だったが，モード LFの成功率が半減した．これはゼリーの硬さの差が

小さくなったために，力のスケール比が低く反力が小さい状態だと判別が難しいためだ

と考えられる．この成功率を各被験者ごとに χ2 検定 (有意水準 5%)により検定したとこ
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ろ，LFと Vとの間には有意差が認められた被験者は９名中３名いたが，HFと Vとの間

には９名いずれの被験者においても有意差は見られなかった．

次に，本実験のタスク所要時間を Fig. 3.12 に示す．モード V よりもモード LF が有

意に速かった被験者は２名であった．一方，モード HFよりもモード Vが有意に速かっ

た被験者は３名であった．モード HFでは，透明なゼリーを貫通するために大きな力が必

要であったため，タスクの所要時間が大きくなる傾向があった．可変スケールではスケー

ルの調整に多少の時間を要するためモード LFよりもタスク遂行に時間がかかったものと

考えられる．可変スケールの方がモード HFより速かった被験者は３名（９名中）である

が，これらの３名は可変スケールのメリットをよく理解してモード Vを使いこなしてい

ると言える．すなわち，可変スケールテレオペレーションはこれら３名にとっては確かに

有効であるが，残りの６名の被験者では有意に速くはなかったので，使いこなすにはある

程度の慣れが必要であるとも言える．

以上の実験結果から，可変スケールテレオペレーションシステムを利用することで，

低倍率による素早い操作と高倍率による正確な操作をうまく組み合わせて効率的なマイ

クロマニピュレーションを行える可能性が示された．ただし，本実験での A層のゼリー

と B 層のゼリーが破壊するときの力の大きさの比（約 4 倍）は，力スケール比の範囲

(25 ≤ ε ≤ 100)に合わせて設定されたものであるが，実際には作業に必要な力のレンジに

基づいて εの範囲を設定してシステムの設計をするべきである．

また，速度スケール比については，スケール比の範囲が狭かったことや，システムが１

次元であり 2.1節で述べたような広範囲を探索するタスクが設定できなかったことから，

本実験ではその有効性が十分に示されなかったと言える．

被験者からの意見

実験後に，各被験者に対して 3.Aの Fig. 3.13，Fig. 3.14，Fig. 3.15に示すようなアン

ケートを行った．このアンケートの集計結果（被験者が回答したスコアの平均）を Table

3.3, Table 3.4に示す．A層を貫通するタスクについてはモード LFとモード Vがモード

HFよりも簡単だったという回答が得られた．B層の硬さを判別するタスクについては，

モード HFとモード Vがモード LFよりも簡単だったという回答が得られた．

また，スケール比を調整する装置は前回よりも使いやすいという回答が得られた．速度

のスケール比については，アンケートの回答が前回，今回ともに良い値が得られており，

速度スケールがカメラのズームと連動しているため直感的に把握しやすいためと思われ

る．また，問４（ウ）の回答から，力のスケール比は装置の改良によって直感的に提示で

きたことが分かる．このアンケートでは，速度スケールよりも力スケールのほうが直感的

に把握しやすいという結果が得られている．これについては，「速度スケール」という用

語よりも「位置スケール」という用語の方が分かりやすい，という意見が一部の被験者か
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Table 3.2 Success rate (%)

Subject No Mode LF Mode HF Mode V

1 50 83 67

2 0 67 100

3 50 67 100

4 50 100 67

5 67 83 67

6 0 83 67

7 33 83 83

8 17 83 67

9 67 67 67

Average 37.0 79.6 75.9

ら寄せられており，このことが影響している可能性がある．

また，スケール比のプリセットは本節の実験では導入しなかったが，今後スケール比

のプリセットを実装して，操作性が改善されるかどうかの実験を行う必要があると思わ

れる．

その他，被験者からの意見として以下のようなものがあり，本システムには改良すべき

点が多く存在することが分かる

1. マスタアームの慣性が大きいため，環境からの反力が十分に感じられない

2. 力の情報を可視化してはどうか

3. 各スケール比ごとに環境の特性を学習しなければならない

4. スケール比を調整する作業は面倒である

1.については，慣性や粘性の小さいマスタアームを利用することで解決可能だが，制御

器を改良して力の追従性を向上させることも必要と思われる．2.の力情報の可視化は，微

細作業を行うにあたって有用であると思われるが，視覚の情報量が増えるため，作業効率

が低下する可能性も考えられる．3. については，スケール比のプリセットを導入してス

ケール比の組み合わせを有限にする，あるいはスケール比を変化させても環境の特性が変

化しないように式 (2.54)の割り当てを用いるなどといった方法で解決可能と思われる．4.

の課題は，ジョイスティックやタッチパネルなどの２次元情報を入力可能なインタフェー

スを利用すれば改善できると思われるが，装置が高価になってしまうというデメリットも

ある．
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Fig. 3.12 Task completion time

Table 3.3 Questionnaire data 1

Scale mode LF 1st LF 2nd HF 1st HF 2nd V 1st V 2nd

Penetration subtask 4.2 4.4 2.4 2.8 4.0 4.0

Contact subtask 4.2 3.2 3.6 3.4 3.8 3.2

Identification subtask 2.7 1.6 3.8 3.0 3.4 2.6

Average numbers of answers of the five subjects who participated in both first and

second experiments are shown. A higher number indicates that the tasks were easier.
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Table 3.4 Questionnaire data 2

Question Old device New device

Is the scale adjustment device easy to use? 2.4 3.8

Is the velocity-scale displaying intuitive? 3.4 3.6

Is the force-scale displaying intuitive? 2.0 3.8

A higher number means positive answer, and a lower number means negative one.
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3.3 おわりに

本章では可変スケールテレオペレーションシステムにズーム機構を持つカメラシステム

を統合し，可変スケール制御の有効性を検証するためのユーザビリティ評価実験を行っ

た．予備評価実験の結果から，２つのダイヤルを回してスケールを調整する方法はオペ

レータにとって直感的ではなく，タスクに時間を要したりタスクが失敗する場合があっ

た．また，スケール比を表示するディスプレイがカメラ映像と独立しているため視線の移

動が多いという課題があった．そこで，直交させた２個のスライダで速度と力のスケール

比を調整する方法を提案し，さらにスケール比の設定をスレーブ側カメラ映像に合成し，

スケール表示の向きとスライダの向きを合わせるようにした．再度評価実験を行った結

果，スケール比の調整に戸惑うケースが減少し，タスク所要時間が一部のユーザにおいて

は固定スケールよりも有意に短くなった．したがって可変スケールは有効であると言える

が，全ての被験者にとって有効であったとは言えず，操作にはある程度の熟練が必要であ

ることが分かった．

本論文で行った操作性評価は１自由度システムを利用したものであるので，今後は多自

由度のシステムを構築するとともに，実際の微細作業を想定したタスクを設定した評価実

験を行う必要がある．特に，実際のユーザである医師による評価を受けてインタフェース

を改良することによって，実用的な可変スケールシステムを開発することが望まれる．

また，本研究では直動型のスライダ２個を使用してスケール比の調整を行ったが，オペ

レータが両腕を使用して作業をする場合には，スライダとマスタアームとの間で片方の手

を行き来させなければならず，作業の支障となることが予想される．今後は，双腕作業に

おいても容易に用いることのできるスケール調整インタフェースの開発が必要である．そ

の方法として，例えばスレーブ側に仮想のスケール調整インタフェースを提示するといっ

た拡張現実的な手法が挙げられる．どのようなインタフェースが最適であるかは，今後

様々な実験を行なって検証する必要があると思われる．
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付録 3.A ユーザビリティ評価実験のアンケート内容

3.2.3節の実験の後に被験者に行ったアンケート用紙を Fig. 3.13，Fig. 3.14，Fig. 3.15

に示す．
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変動時間遅れに対応した波変数に基
づくバイラテラル制御

4.1 はじめに

計算機ネットワークを介した通信には時間遅れが存在し，回線の状況によって遅れ時間

は変動する．このような環境下でのバイラテラルテレオペレーションシステムでは，制御

系の安定性と追従性が大きな課題となっている．Anderson と Spong[1] は散乱理論を導

入することによって，受動性を保証する制御手法を提案した．Niemeyerと Slotine[41]は

この考えを発展させ，波変数に基づいた制御則を提案した．これらの手法は遅れ時間が一

定ならば安定性が保証される．

しかし遅れ時間が変動すると送信された波形が歪んで受信される．その結果，マスタと

スレーブの位置がドリフトするほか，システムの受動性が満たされなくなるという問題が

起こる．この問題に対処するため，Kosugeらは受信側にバッファを導入して一定時間遅

れを擬似的に実現した [32]．しかし，この方法ではシステムの性能は最長の遅れ時間に合

わせて低下してしまう．一方で Niemeyerと Slotineは波変数の積分データを送信するこ

とで波形の歪みを防ぐ手法を提案した [43]．また，Lozanoらは，波の歪みに対しても受

動性が保証されるように受信側に可変ゲインを導入した [37]．この手法は Beresteskyら

によって離散時間系へと拡張された [5]．また，Yokokohji らは遅れの変動によってずれ

た波変数の積分と本来の積分値をフィードバックすることで位置のドリフトを補償した

[65]．しかし，これらの手法は遅れ時間の変動による波の歪みには対応できているが，波

変数が速度情報しか持っていないという問題には対処できておらず，数値積分の誤差が蓄

積することによって位置のドリフトが生じる可能性がある．数値積分の誤差は，波の歪み

と比べると微小であるが，長時間の作業を行う際にはその影響は無視できない．

数値積分誤差による位置ドリフトを防ぐためには制御系に絶対位置情報を含めるこ
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とが必要となる．Niemeyer らは，本来あるべき位置偏差と実際の位置偏差を波変数へ

とフィードバックした [42]．また，Chopra らは位置データを直接送信して位置誤差を

フィードバックする方法を提案した [10]．一方で，波変数を変形して絶対位置情報を持た

せる手法 [9] や，環境接触時の位置誤差も含めて補償する手法 [55] なども提案されてい

る．しかし，これらの手法は一定時間遅れを仮定している [42][9]，あるいは波変数の本来

の動特性が失われる [10][55]という問題点がある．すなわち，波変数の本来の特性が失わ

れないようにしながら，遅れ時間の変動や数値積分誤差に起因するドリフトをすべて補償

できるような手法はまだ提案されていない．

テレオペレーションシステムの受動性については従来周波数領域で議論されてきたが，

線形時不変なコントローラしか設計することができず保守的となっていた．これに対し

Hannafordら [22]は時間領域の受動性に基づいた制御系設計を提案した．この手法は遅

れ時間変動を含むテレオペレーションにも応用されている [49]．時間領域受動性に基づく

手法では，本来は時間遅れに対して不安定な制御則に対してエネルギーを監視する補償器

を追加している．したがって，時間遅れが一定であっても制御器のスイッチングが起こ

り，オペレータが感じる力覚にノイズが生じる．また，受動性を保証するために速度や力

の目標値を補正するため，時間遅れのあるテレオペレーションに適用した場合には位置の

ドリフトや力の定常偏差などが生じている [4][50]．一方で，横小路らは波変数に基づく制

御則に対して，通信の途絶に対しても受動性を保証するためにエネルギー収支モニタ [66]

を導入している．エネルギー収支モニタは，システムの受動性を監視するという点では時

間領域受動性と類似しているものの，通信途絶などの極端な場合にのみ作動し，遅れ時間

の変動が小さい時にはコントローラのスイッチングが起こることは稀である．

本章では，これまでに提案されている積分誤差補償器に位置情報を持たせることで積分

誤差に対応させる制御則を提案する．提案する手法により，遅れ時間変動による位置ドリ

フトと数値積分の誤差による位置ドリフトを同時に補償する事が可能となるだけでなく，

波変数が本来持つ直感的な動特性が保たれる．提案する手法に筆者らが既に提案している

エネルギー収支モニタを組み合わせてシステムの受動性を保証する制御則を構成する．さ

らに，通信の途絶と回復を含む実験を行って提案手法が実機においても有効であることを

確認する．
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Fig. 4.1 Symmetric-type wave-variable-based teleoperator.

4.2 波変数に基づくバイラテラル制御

波変数による制御では，マスタおよびスレーブの速度と力は次式で表される波変数に変

換されてから相手側に送信される．

um(t) =
bẋm(t) + fm(t)√

2b
(4.1)

vs(t) =
bẋs(t)− fs(t)√

2b
(4.2)

ここで ẋm(t)， ẋs(t) はそれぞれマスタとスレーブの速度を表す．fm(t)はオペレータが

マスタアームに加える力であり，fs(t)はスレーブアームが環境に加える力である．また

bは特性インピーダンスと呼ばれるパラメータである．受信側の波変数は以下のように表

される．

us(t) =
bẋs(t) + fs(t)√

2b
= um(t− T1) (4.3)

vm(t) =
bẋm(t)− fm(t)√

2b
= vs(t− T2) (4.4)

ここで T1 はマスタからスレーブへの遅れ時間，T2 は逆方向の遅れ時間を表す．図 4.1に

マスタ・スレーブ両側で力を入力，速度を出力とする波変数変換と PD制御を組み合わせ

た対称型の制御系を示す．ただしこの構成の場合，波変数変換に用いる速度は実際のアー

ムの速度ではなく，PD制御の目標値の速度であること，また波変数変換に用いる力も実

際にアームに外部から加わる力ではなく，PD制御によって決まる駆動力である点に注意

する必要がある．この制御系は，図 4.2に示すように質量とバネが分布した系と同じ物理

的特性を持つ．
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Fig. 4.2 Physical interpretation of symmetric-type wave-variable-based teleoperator.
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Fig. 4.3 Distortion of the waveform due to the fluctuating time delay.

4.3 位置ドリフトの補償

4.3.1 波変数積分誤差補償によるドリフト補償

遅れ時間が変動すると，図 4.3に示すように送信側と受信側の波形が一致せず，波変数

の積分が送信側と受信側で異なる値になり，これが位置情報に誤差が発生しマスタとス

レーブの間の位置ドリフトが生じる要因となる．

図 4.4に示すように，ũs(t)を時変な伝送路を経由して歪んだ波形とする．um(t)を送

信するときの情報にタイムスタンプを含めておけば，歪みのない波形 u′
s(t)を復元するこ

とができる．このとき，次式が成り立つ．∫ t

0

u′
s(τ)dτ =

∫ tlastm (t)

0

um(τ)dτ (4.5)

tlastm (t) = t − T1(t) はスレーブ側で受け取ったマスタ側の最新のタイムスタンプを表

す．
∫ t

0
u′
s(τ)dτ は，タイムスタンプを用いて計算するほかに，あらかじめマスタ側で∫ t

0
um(τ)dτ を計算したものを受信することでも得られる．UDP 通信を利用する場合や

通信途絶が起こり得る場合など、データが損失するような通信環境下であったり，通信の

サンプリングがローカルな制御のサンプリングよりも長いような場合には式 (4.5)の積分
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Fig. 4.4 Overall structure of the proposed system.

に誤差が生じるので，積分計算をマスタ側で行う方が望ましい．

u′
s と us の積分の誤差を次式のようにフィードバックすることによって波変数の歪み

を補償する [65]．
us(t) = ũs(t) +Kes(t) (4.6)

ここでK は正定のフィードバックゲインである．また es(t)は波変数積分誤差であり次

式で定義される．

es(t) =

∫ t

0

u′
s(τ)dτ −

∫ t

0

us(τ)dτ. (4.7)

K を大きくするほど誤差を素早く補償できるが，遅れ時間の変動に敏感になる．

4.3.2 絶対位置情報を用いたドリフト補償

前節の補償を行うことで遅れ時間変動による誤差は補償されるが積分の数値誤差による

位置ドリフトは補償されない．数値誤差に対処するためには，速度情報を持つ波変数の変

わりに位置情報を利用する必要がある．まず，波変数積分誤差は以下のように書き換えら
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れる．

es(t) =

∫ t

0

u′
s(τ)dτ −

∫ t

0

us(τ)dτ

=

∫ t−T1(t)

0

um(τ)dτ −
∫ t

0

us(τ)dτ

=
1√
2b

(
bxm(t− T1(t)) +

∫ t−T1(t)

0

fm(τ)dτ

)

− 1√
2b

(
bxs(t) +

∫ t

0

fs(τ)dτ

)
(4.8)

この式には位置情報が存在するが，力の積分が含まれている．式 (4.8)を書き換えるため，

次のように変数を定義する．

Pm(t)
△
=

∫ t

0

fm(τ)dτ, (4.9)

Ps(t)
△
=

∫ t

0

fs(τ)dτ, (4.10)

Vm(t)
△
=

∫ t

0

vm(τ)dτ =
bxm(t)− Pm(t)√

2b
, (4.11)

Vs(t)
△
=

∫ t

0

vs(τ)dτ =
bxs(t)− Ps(t)√

2b
(4.12)

Um(t) および Us(t) も式 (4.11)，(4.12)と同様に定義できる．式 (4.11)より次式が得ら

れる．

Pm(t− T1(t)) = −
√
2bVm(t− T1(t)) + bxm(t− T1(t))

= −
√
2b {Vs(t− T12(t))− em(t− T1(t))}

+ bxm(t− T1(t)) (4.13)

em はマスタ側の波変数積分誤差であり，同様にして次のように定義される．

em(t) =

∫ t

0

v′
m(τ)dτ −

∫ t

0

vm(τ)dτ

=

∫ t−T2(t)

0

vs(τ)dτ −
∫ t

0

vm(τ)dτ

= Vs(t− T2(t))− Vm(t) (4.14)

ここで v′
m(t)は理想的な波形である．

T12(t)を

T12(t)
△
= T1(t) + T2(t− T1(t)) (4.15)
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と定義する．これは時刻 tでスレーブに到達したデータの往復時間である．上記の表記を

用いると，

es(t) =
1√
2b

{bxm(t− T1(t)) + Pm(t− T1(t))}

− 1√
2b

{bxs(t) + Ps(t)}

=
√
2bxm(t− T1(t))− Vs(t− T12(t))

+ em(t− T1(t))−
√

b

2
xs(t)−

1√
2b

Ps(t)

=
√
2bxm(t− T1(t))−

1√
2b

{bxs(t− T12(t))

− Ps(t− T12(t))}+ em(t− T1(t))

−
√

b

2
xs(t)−

1√
2b

Ps(t)

=
√
2b

[
xm(t− T1(t))−

1

2
{xs(t) + xs(t− T12(t))}

]
− 1√

2b

∫ t

t−T12(t)

fs(τ)dτ + em(t− T1(t)) (4.16)

が得られる．式 (4.16)の最終行は，マスタとスレーブの絶対位置の誤差，力の積分，マス

タ側の積分誤差の項からなっている．力の積分項が残っているが，限られた時間（往復時

間）の積分であり，誤差が蓄積し続けることはない．また，この項は波変数が本来もつバ

ネ特性を維持するための項と解釈することができる．マスタ側についても，同様に変形す

ると

em(t) =
√
2b

[
xs(t− T2(t))−

1

2
{xm(t) + xm(t− T21(t))}

]
+

1√
2b

∫ t

t−T21(t)

fm(τ)dτ + es(t− T2(t)) (4.17)

が得られる．T21 は時刻 t でマスタに到達したデータの往復時間であり，次式で定義さ

れる．

T21(t)
△
= T2(t) + T1(t− T2(t)) (4.18)

Niemeyerらは時間遅れが一定かつ対称的な場合に数値積分の誤差を補償するため，位

置誤差項と力の積分項を用いた手法を導入している [42]．提案手法は式の形が類似してい

るため，Niemeyerらの手法を遅れ時間変動する場合や，行きと帰りの時間遅れの大きさ

が異なるようば場合に対応できるよう拡張したものと解釈することも可能である．また，

本手法の特徴として，複数の補償器を組み合わせるのではなく単一の制御則によって遅れ
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時間の変動による位置ドリフトと数値誤差による位置ドリフトを同時に補償できる点が挙

げられる．

4.4 エネルギー収支モニタによる受動性の保証

4.4.1 時間領域の受動性

時間遅れが変動する場合や前節の位置ドリフト補償を加えた場合には，制御系に波変数

を用いても受動性が保証されない．例えば，通信が途絶した場合スレーブには最後に受信

した波変数 um(tlastm (t))が出力され続け，無限にエネルギーが生じてしまう．

そこで，本論文においてはエネルギー収支モニタ [66] を導入することで受動性を保証

する．エネルギー収支モニタは時間領域の受動性 [22]の定義を用いた手法の一種である．

時間領域受動性を用いれば，マスタ・スレーブシステムが受動的である条件は∫ t

0

ẋm(τ)Tfm(τ)dτ −
∫ t

0

ẋs(τ)
Tfs(τ)dτ ≥ −Etotal(0) (4.19)

と表せる．ここで Etotal(0) は初期状態でシステムに蓄積されているエネルギーである．

上式さえ満たしていれば非線形・時変なコントローラを用いることも許容されるため，周

波数領域の受動性を用いるよりも柔軟な制御系設計が可能である．

波変数を用いれば，伝送路および補償器に蓄積されたエネルギー Etotal(t)は次式で表

される．

Etotal(t) =
1

2

(∫ t

0

∥um(τ)∥2dτ −
∫ t

0

∥vm(τ)∥2dτ

+

∫ t

0

∥vs(τ)∥2dτ −
∫ t

0

∥us(τ)∥2dτ
) (4.20)

4.4.2 エネルギー収支モニタ

エネルギー収支モニタは積分誤差補償器に蓄積されたエネルギーを監視し，受動性が満

たされなくなる前に波の出力を停止する手法である．まず，スレーブ側の積分誤差補償器

に蓄積されたエネルギー Es(t)，すなわち伝送路から入力されたエネルギーとスレーブに

出力するエネルギーの差を次式で定義する．

Es(t) =
1

2
(−
∫ t

0

∥us(τ)∥2dτ +−
∫ tlastm

0

∥um(τ)∥2dτ) (4.21)

式 (4.5)の us(t)を新たに ucomp
s (t)と表し，出力 us(t)を次式のように修正する．

us(t) =

{
ucomp
s (t) if Es ≥ −Elimit

s

0 otherwise
(4.22)
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ここでエネルギーの上限 Elimit
s は正の数である．これにより補償器から発生するエネル

ギーは一定の上限に抑えられ，

Etotal(t) ≥ Em(t) + Es(t) ≥ −Elimit
m − Elimit

s (4.23)

が成立するのでシステムの受動性が保証される．ただし Em(t)および Elimit
m はマスタ側

の蓄積エネルギーとエネルギー上限でありスレーブ側と同様に定義される．

4.4.3 通信途絶からの回復

通信が回復した直後は式 (4.21) のエネルギーが枯渇している場合が多いので，このま

ま作業を続ければ波の出力が頻繁に停止してしまう．そこでエネルギーを初期状態に回復

するために，Niemeyerらが提案したアルゴリズム [42]に近い方法を導入する．

まず，通信が途絶していた時間の積分データ
∫ tr
tb

um(τ)dτ をマスタから受信し，∫ t

0
u′
s(τ)dτ を更新する．ここで，tb，tr はそれぞれ通信が途切れた時刻と通信が回復

した時刻を表す．この処理は途絶中に蓄積した位置ドリフトを補償するために必要である

が，波変数の積分を送信側に実装する場合にはさらに，途絶中にマスタから送られるはず

であったエネルギー 1
2

∫ tr
tb

∥um(τ)∥2dτ を受信する．
また，Es(t) ≥ 0となるまでの間は以下のように us を出力する．

us(t) =

{
ũs(t) +Kes(t) if ∥ũs(t) +Kes(t)∥ ≤ ∥ũs(t)∥
ũs(t) otherwise

(4.24)

これは積分誤差補償器によるエネルギー出力を防ぎ Es を増加させる効果がある．マスタ

側についても同様の手順でエネルギーを回復する．

なお，波変数の積分計算を送信側で行う場合には，通信の途絶や回復を検出して tb や

tr の値を知る必要はなく，単純に積分データを送受信し続ければよい．同様にして，エネ

ルギーの値についてもマスタ側で積分
∫ tlastm

0
∥um(τ)∥2dτ を計算してから送信することで

実装が容易になる．本論文で行った実験においては，このような理由から波変数・エネル

ギーともに積分計算は送信側で行った．ただし，この方法を用いる場合送受信するデータ

量が増加するという欠点がある．

4.5 実験

4.5.1 実験システム

Fig. 4.5に実験システムを示す．マスタアームとスレーブアームはそれぞれ DDモー

タで駆動される SCARA型の平面 3自由度マニピュレータである．２台のアームは横に
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(a) Overview of the system

(b) Task coordinates
Fig. 4.5 Master-slave system for experiment
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並んでおり，オペレータはスレーブアームを直視することができる．実際のテレオペレー

ションシステムではスレーブ側にカメラを設置し，オペレータは遅延のある映像を見なが

ら作業を行うが，本節の実験は単に位置追従性を確認する目的であるため，視覚システム

は導入していない．マスタアームおよびスレーブアームはリアルタイム OSの VxWorks

が動作するターゲットコンピュータ (Core 2 Duo)１台によってで制御される．

複数の実験を同一の条件下で行うために，時間遅れの大きさは一度インターネットを用

いた実際のネットワーク通信において測定したものを用いる．測定した時間遅れの長さと

変動量が小さかったため，遅れの長さを測定量の５倍に加工し，２台のアームを制御して

いるコンピュータ上で遅れをシミュレーションする．実験に用いられた遅れの長さを Fig.

4.6に示す．時間遅れの大きさは，通常は 0.7～1.0 [sec]であるが，時々 3 [sec]に達する

ものとなっている．マニピュレータの制御周期は 1 [msec] であり，波変数などのデータ

を送信する周期は 10 [msec] である．

本実験においては，マニピュレータの手先位置と姿勢は別々に制御を行う．制御に

は，Fig. 4.1 に示すような対称形の波変数に基づく制御を用いる．Fig. 4.1 におけ

る PD 制御のゲインおよび波変数の特性インピーダンスは，手先の並進運動に関しては

Km = Ks = 500I[N/m], Bm = Bs = 100I[Ns/m], b = 100[Ns/m] に設定し，手首の

回転運動に関しては，Km = Ks = 1.0[Nm/rad], Bm = Bs = 0.1 [Nms/rad], b = 1.0

[Nms/rad] に設定した．また，波変数の積分誤差フィードバックゲインはK = 0.5I[1/s]

とした．

Fig. 4.5(b) にマスタアームとスレーブアームの座標系を示す．スレーブ側には剛体壁

が x軸と垂直に設置されており，オペレータは x軸の方向にアームを動かしてこの剛体

壁を押す．オペレータは，約 10[N] の力で 5 [s] と 35 [s] の時点で壁を押し始め，20 [s]

と 50 [s] の時点で壁から離れ始める．

4.5.2 実験結果

位置ドリフト補償を行わなかった場合，Fig. 4.7に示すように位置のドリフトが発生

している．実験終了時にはオペレータも環境もアームに力を加えていない状態であるた

め，このときの位置の定常偏差が位置ドリフトと見なせる．補償を行わなかった場合の位

置ドリフトは 20.10[mm]である．なお，Fig. 4.7および以降の実験結果で示す力のグラ

フは，PD制御によってアクチュエータに加えられた力である．

式 (4.6)で示される積分誤差フィードバックを用いたときの実験結果を Fig. 4.8に示

す．ここで，標準時間遅れの値は T 1 = 0.7[s] and T 2 = 0.7とした．Fig. 4.7の結果と

比べると，位置の偏差は 4.05[mm]となっており，積分誤差フィードバックの有効性が確

認された．
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Fig. 4.6 Time delay used for experiment

Fig. 4.7 Position drift caused by time delay fluctuation.
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Fig. 4.8 Experiment result with the wave-integral-error feedback.

しかしながら，式 (4.6)では絶対位置情報を用いていないため，数値積分の誤差や速度

計測の誤差，初期位置のずれなどによる位置ドリフトは補償されない．位置ドリフト補

償制御の効果を確認しやすくするために，人工的にマスタとスレーブとの間に初期の位

置ずれを設定した．40[mm]の位置ずれを設定した場合，Fig. 4.9に示すように積分誤差

フィードバックでは 35.84[mm]の位置ドリフトが残っていることが分かる．

式 (4.16) の絶対位置誤差フィードバックを用いることで，初期の位置ずれが存在して

も実験終了時の位置の偏差は 2.59[mm]までに低減されており，位置ドリフトが補償され

ていることが分かる．

一方で，力の応答に関してはいずれの実験条件においてもほとんど差異はないことか

ら，提案する位置ドリフト補償は波変数に基づく制御が本来持つ動特性に対して影響をほ

とんど与えていないことが分かる．なお，アームが壁に触れていない時に若干の力が発生

し，また壁を離れるときに負の力が発生している．自由空間上での力は波変数が持つ分布

定数系の慣性によるものであり，負の力はオペレータが素早くアームを動かすために大き

な引張り力を加えたためである．波変数では，減衰のないバネ-質量系の動特性を示すた

め，オペレータが力を加えるのをやめてもアームは動き続ける．一方，波変数でない手法
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Fig. 4.9 Experiment result with the wave-integral-error feedback and initial offset.

を用いた場合，安定化のために導入されるダンパの影響があるため，オペレータはアーム

を動かし続けるために力を加え続けなければならない．

受信バッファを用いて一定時間遅れを模擬する単純な手法と比較するため，3[sec]の一

定時間遅れを用いた際の実験を行った．その結果を Fig. 4.11に示す．このような長い時

間遅れのもとでは，オペレータはスムーズに環境を操作することがほぼ不可能となる．

t = [15, 16][s] および t = [30, 45][s] の間に通信が途絶した場合の実験結果を Fig.

4.12に示す．4.4節のエネルギー収支モニタを導入し， その閾値は Elimit
s = 1.0[J]に設

定した．

t = 30[s]で通信が切れた後，しばらくの間スレーブアームが壁を押し続け，エネルギー

を消費する．t = 38[s] においてエネルギーが完全に枯渇するためスレーブアームは壁

を押すのをやめる．次に，通信が回復した後には，マスタとスレーブの間の位置の偏差

は徐々に収束している．エネルギーの値 Es(t), Em(t), Etotal(t) を Fig. 4.12 に示す．

t = 45[s]において Es(t)が不連続になっているが，これは通信が切れている間にシステム

に加えられたエネルギー量である．

なお，t = [15, 16]の短時間の通信途絶の際には，エネルギーは完全には消費されない
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Fig. 4.10 Experiment result with the absolute-position-error feedback and initial offset.

ため，作業はスムーズに継続することができている．もし厳密な時間領域受動性の条件を

用いた手法を導入していれば，このような短時間の途絶であってもシステムが停止してし

まう．

4.6 おわりに

本章では，時間遅れが変動するマスタ・スレーブシステムにおいて，波変数の積分誤差

によって生じる位置ドリフトを保証する制御則を提案した．従来の波変数の積分誤差を

フィードバックする手法では，時間遅れの変動に対処できたが積分計算の誤差による位置

ドリフトが残っていたが，本研究では積分誤差のフィードバック項に等価な変形を行って

絶対位置情報を持たせることにより，数値計算に由来する位置ドリフトを補償できるよう

にした．

提案手法は１つの制御則により時間遅れの変動と積分計算の誤差の両方を統一的に補償

できるほか，波変数に基づく制御系がもつ本来のバネ特性を失わないというメリットがあ

る．さらに，システムの安定性を保証するためにエネルギー収支モニタを導入した．
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Fig. 4.11 Experiment result with 3 sec of constant time delay

実験を行い，絶対位置誤差フィードバックを用いることで，変動時間遅れだけでなく初

期位置のずれによる位置ドリフトも補償できていることを確認した．また，エネルギー収

支モニタについても，通信が途絶した際に安定性を保証しているが，短時間の途絶に対し

てはシステムは停止せずスムーズに作業を継続できることを確認した．

今後の課題としては，送受信するデータ量の低減などが挙げられる．提案手法を導入す

ると，絶対位置やエネルギー量などを送信する必要があるため，マスタとスレーブとの間

でやり取りするデータの量が増加するという課題がある．送信データ量が増大することに

よって回線の容量を圧迫してしまうと，時間遅れが増大したりパケットロスが頻発する可

能性がある．今後は，データ量の圧縮など実用化に向けた制御系の改良が必要であると考

えられる．位置ドリフトの蓄積は通信のサンプリング周期に比べると十分に長い．従っ

て，波変数そのものは従来と同じサンプリング周期で送信しながら，ドリフト補償に用い

る積分データや絶対位置データについてはより長いサンプリング周期で送信するといった

方法でデータの圧縮が可能である．
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Fig. 4.12 Experimental result of resuming the system after the blackout.
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第 5章

計算機ネットワークを介したマルチ
ラテラル・テレオペレーション

5.1 はじめに

これまでのテレオペレーションシステムは，１台のマスタアームと１台のスレーブアー

ムからなるシステムであった．一方で，近年になって３地点以上の間で互いに位置と力の

情報をやり取りするマルチラテラル・テレオペレーションシステムの研究が進められてい

る．３地点以上のテレオペレーションについては，様々な構成のものが考えられる．例え

ば，複数のマスタアームと単一のスレーブアームを用いてロボットの操縦トレーニングを

行うシステム [46]や，１台のマスタアームを用いて群ロボットの操縦を行うシステム [16]

がこれまでに提案されている．上記以外にも，複数のマスタアームを用いることでテレオ

ペレーションシステムの安全性を向上することが可能となる．例えば，通信が途絶したり

マスタ側の装置が故障した場合，従来のバイラテラル・テレオペレーションでは作業が途

絶えてしまうが，マルチラテラル・テレオペレーションシステムを用いることでマスタを

冗長化し，片方のマスタが使用不能になっても残っているマスタを用いて作業を継続する

ことができる．さらに，作業に慣れていないオペレータが操縦を誤った場合に経験者がロ

ボットの動作を修正することも可能となる．

これまでに，マルチラテラル・テレオペレーションを実現する制御則がいくつか提案さ

れている．Sirouspourらは µ設計法に基づいた制御則を提案し [58]，Katsuraらは外乱

オブザーバに基づいた制御則を提案した [29]．Khademianらは４チャンネル構造を用い

たものを設計している [28]．また，Nudehiらはスレーブからの力覚フィードバックはな

いものの，H∞ 制御を用いた操縦トレーニングシステムを提案している [46]．Morrisら

は，バーチャルリアリティによって骨の手術を訓練するシステムにおいて，先生の動きを

生徒に伝達するマルチラテラルシステムを構築している [40]. また，Fotoohiらはマルチ
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ラテラル型のバーチャルリアリティシステムにおいて，LANなどの通信時間遅れが短い

場合において制御系の安定性を解析する手法を提案している [15]. 上記H∞ 制御，µ設計

法，PD制御などに基づいた手法は，制御系を設計する際に遅れ時間の最大値などの情報

が必要であり，時間遅れの予測が難しい計算機ネットワークを介したテレオペレーション

には適さないと考えられる．

一方で，マルチラテラル制御を実現する方法として，4章で取り上げた波変数に基づく

制御が考えられる．波変数を用いた制御は任意長の時間遅れに対して安定性（受動性）が

保証されるため，時間遅れの大きさが事前に予測できないインターネットを介したマルチ

ラテラル制御に適している．波変数に基づくマルチラテラル制御は，Carignanらによっ

て２マスタ・１スレーブの構成に対応したものが提案されている [7]が，マスタ同士を直

接通信させたり，４台以上のアームの間で位置と力をやり取りする手法はまだ存在してい

ない．しかしながら，マルチラテラル・テレオペレーションにおいては，オペレータの数

を動的に増減させる場面が考えられる．例えば，長時間の作業においてオペレータを交代

させる場合には，交代前のオペレータと交代後のオペレータが一時的に同時に操縦するこ

とによって，作業の引き継ぎを滑らかに行うことが可能となる．このような用途に対応す

るために，任意の台数のロボットを接続することが可能なマルチラテラル制御則の確立が

望まれる．

また，Nudehi ら [46] や Khademian ら [28] が提案するマルチラテラル制御において

は，オペレータの操作入力を加重平均することが可能である．また，Moghimiらも位置

と力のマッピングを非線形にすることでオペレータの操作入力を調整する制御則を提案し

ている [39]．入力の重み付けは，経験者と初心者が共同で操縦する際に有用である．例え

ば，初心者が操縦を誤った場合に経験者が操作に介入して作業の失敗を防ぐことが可能と

なる．しかしながら，波変数に基づくマルチラテラル制御においては，これまでにオペ

レータの入力に優先度を設定する手法が存在せず，オペレータの操作入力は常に平等に取

り扱われていた．

本章では，Carignanらによる手法を一般化し，様々な構造のマルチラテラルテレオペ

レーションシステムを構築できる制御則を提案する．提案手法では，複数の波変数を１点

で接続する節点を導入し，位置の拘束条件と力の釣り合い条件から制御則を導出する．ま

た，熟練度の異なるオペレータが共同でロボットを操縦する場合に，片方のオペレータ

の入力を制限する制御則を検討し，実験によりどのような制御則が適しているかを検証

する．
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Fig. 5.1 Overview of multilateral teleoperation system

Node

Terminal

Fig. 5.2 Wave-variable-based multilateral control

5.2 波変数に基づくマルチラテラル制御

本研究が対象とするシステムは，Fig. 5.1に示すように，３地点以上のオペレータ・環

境・仮想環境などが波変数を伝える分布定数的な質量バネ特性を持つ伝送路を介して繋

がっており，位置と力の情報をやりとりすることを目的とする．このシステムを実現する

ためには図中の分岐・合流点 (Node)が必要であるが，以下ではこの分岐・合流点の動作

を模擬するための制御則の定式化を行う．

Fig. 5.2に示すような，n個の端末 (Terminal)から伸びる波変数伝送路が１個の節点
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(Node)に接続するシステムを考える．xTi，fTi を端末 iにおける位置と力，xNi，fNi

を伝送路 i の節点側の位置と力とする．式 (4.1), (4.2), (4.3), (4.4) と同様にして，波変

数を次式で定義する．

uTi(t) =
bẋTi(t)+fTi(t)√

2b
, vTi(t) =

bẋTi(t)− fTi(t)√
2b

(5.1)

uNi(t) =
bẋNi(t)+fNi(t)√

2b
, vNi(t) =

bẋNi(t)−fNi(t)√
2b

(5.2)

節点は，uNi を受信して vNi を各端末に返すという動作を行うが，vNi は以下のように

して求めることができる．まず，節点において伝送路がすべて結合していることから，位

置の拘束条件と力の釣り合い条件を次式で表すことができる．

ẋN1 = ẋN2 = · · · = ẋNn , ẋN (5.3)∑
i

fNi = 0 (5.4)

式 (5.2)(5.3)から，
fNi =

√
2buNi − bẋN (5.5)

であるから，これを式 (5.4)に代入すると，

ẋN =

√
2b

bn

∑
i

uNi (5.6)

となる．これを式 (5.5)に代入して fNi が求まるので，節点が送信すべき vNi が式 (5.2)

から以下のように求まる．

vNi = −uNi +
2

n

∑
j

uNj (5.7)

また，実際にアームを制御する際には，4.2節のときと同様にして，uTi, vTi からアーム

の目標位置を求め，PD制御を適用する．

5.2.1 受動性の検証

各端末が伝送路に加えたエネルギーの総和が正であれば，マルチラテラル制御系は受動

的であると言える．したがって，受動性の条件は

E(t) =
n∑

i=1

(∫ t

0

ẋTi(τ)
TfTi(τ)dτ

)
≥ −Einit (5.8)
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と表せる．ここで，E(t)を伝送路のエネルギー収支Etransと節点のエネルギー収支Enode

に分解し，Etrans と Enode を

E(t) = Etrans + Enode

Etrans ,
n∑

i=1

(∫ t

0

ẋTi(τ)
TfTi(τ)dτ −

∫ t

0

ẋNi(τ)
TfNi(τ)dτ

)

Enode ,
n∑

i=1

(∫ t

0

ẋNi(τ)
TfNi(τ)dτ

) (5.9)

と定義すると，Etrans は以下の通りとなる．

Etrans =
n∑

i=1

{
1

2

(∫ t

0

∥uTi(τ)∥2dτ −
∫ t

0

∥vTi(τ)∥2dτ

+

∫ t

0

∥vNi(τ)∥2dτ −
∫ t

0

∥uNi(τ)∥2dτ
)}

=
n∑

i=1

{
1

2

(∫ t

0

∥uTi(τ)∥2dτ −
∫ t−TFi

0

∥uTi(τ)∥2dτ

+

∫ t

0

∥vNi(τ)∥2dτ −
∫ t−TBi

0

∥vNi(τ)∥2dτ

)}

=
n∑

i=1

{
1

2

(∫ t

t−TFi

∥uTi(τ)∥2dτ +

∫ t

t−TBi

∥vNi(τ)∥2dτ
)}

≥0

(5.10)

ここで，TFi および TBi は，伝送路 iにおいてそれぞれ端末から節点に向かう時間遅れと

節点から端末に向かう時間遅れである．さらに，式 (5.3)および (5.4)で定義した拘束条

件を用いると，以下の式が成り立つ．

Enode =
n∑

i=1

(∫ t

0

ẋNi(τ)
TfNi(τ)dτ

)

=

∫ t

0

ẋN (τ)T

(
n∑

i=1

fNi(τ)

)
dτ = 0

(5.11)

したがって，E(t) ≥ 0であるから，この制御系は受動的である．

5.3 波変数の積分誤差への対処法

4章では，波変数に基づくバイラテラル制御における位置ドリフトの問題を扱った．本

章のマルチラテラル制御は波変数に基づいた手法であるため，バイラテラル制御の場合と



92 第 5章 計算機ネットワークを介したマルチラテラル・テレオペレーション

同様に変動時間遅れの下では位置のドリフトが生じてしまう．本節では，4章の位置ドリ

フト補償制御をマルチラテラル制御に組み込む．

積分誤差補償器は図 5.3のような構成をとる．まず送信側で波変数の積分計算を行い，

その値を送信する．次に受信側では次式に示すように受信した積分値と出力すべき波変数

の積分値の誤差をフィードバックすることで，波変数の歪みに起因する積分誤差を補償

する．

uNi = ũNi +K

(∫ t−TFi(t)

0

uTi(τ)dτ −
∫ t

0

uNi(τ)dτ

)
, (5.12)

ここで，ũNi, TFi(t), K はそれぞれ変動時間遅れで歪んだ波変数，遅れ時間，補償器の

ゲインを表す．ここでは節点側の式を示したが，端末側の積分誤差補償も同様の方法で行

う．このフィードバック則によって，受信側がアームに出力する波変数 uNi の積分は送

信側で計算した積分値に収束し，位置のドリフトが補償される．

このように，節点を用いたマルチラテラル制御においては，従来のバイラテラル制御

において用いられた位置ドリフト手法をそのまま各々の伝送路に対して適用するだけで

よい．4章で導入した絶対位置誤差フィードバックを導入する際についても，同様にして

各々の伝送路に対して補償制御を行えばよい．

5.4 制御性能の評価実験

5.4.1 実験システム

本実験では，遠隔地にある物体の触覚情報を複数のユーザが共有するような状況を模擬

するシステムを構築する．マスタ側のデバイスには図 5.4 に示す Sensable PHANTOM

Omni ２台を用い，スレーブ側には Fig. 5.5 に示す Novint Falconを用いる．これらの

アームおよび仮想環境は１台のコンピュータ (Intel Core i7, Windows 7 64bit)で制御さ

れ，その制御周期は約 1[ms]である．

複数のマスタがクライアントとしてスレーブに接続するシステムであるため，節点は

スレーブ側に配置されているものとし，節点-スレーブ間の時間遅れは 0 とした．一方，

各々のマスタと節点との間には図 5.6に示すような変動時間遅れを設定する．マスタ側の

制御パラメータを Table 5.1に，スレーブ側の制御パラメータを Table 5.2に示す．ただ

し，表中の b, K, Kp, Kd はそれぞれ特性インピーダンス，積分誤差補償ゲイン，アーム

の Pゲイン，アームの Dゲインを表す．

5.4.2 タスク設定

本実験では，マスタ２台を使用するオペレータに以下のような役割を割り当てる．
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(a) Overall architecture of drift compensation

(b) Each of position drift compensator

Fig. 5.3 Position drift compensators

第１ユーザ マスタ１を使用し，能動的にスレーブを動かす．

第２ユーザ マスタ２を軽く把持し，第１ユーザの動きに追従する．

スレーブ側の環境として，図 5.7に示すような三角波状の板を配置する．大きさの異なる

３種類の板を用意し，それぞれの板の山と山との間隔は 12 mm, 15 mm, 20 mmである．

第１ユーザはスレーブ側の環境を目視することが可能であり，スレーブの動きを確認し

ながら波板の表面をなぞる．一方で，第２ユーザの手元には環境の波板３種類のコピーを

用意する．第２ユーザは，第１ユーザのなぞり動作によるハプティックデバイスの動きと

手元のコピーの触感を比較し，第１ユーザがなぞっている波板がどの大きさのものである
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Fig. 5.4 Devices for masters (PHANTOM Omni)

Fig. 5.5 Device for slave (Falcon)

Table 5.1 Controller parameters for masters

Variable Value Variable Value

b 100 K 1.0

Kp 300 Kd 1.0
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Fig. 5.6 Time delay pattern

Table 5.2 Controller parameters for slave

Variable Value Variable Value

b 100 K 1.0

Kp 500 Kd 30.0

Fig. 5.7 Wave-formed plates

かを回答する．

20 代男性 5 名が第２ユーザとして実験に参加し，操縦に慣れた 20 代男性 1 名が第１

ユーザとして実験を行う．

5.4.3 実験結果

各被験者の正答率を Fig. 5.8に示す．本実験での正答率は 50% 前後であり，被験者は

かろうじて環境の大きさを判別できていることが分かる．12 mm の板と 20 mm と答え

た割合およびその反対を Fig. 5.9 に示す．図から，このような極端な誤りが起こった割



96 第 5章 計算機ネットワークを介したマルチラテラル・テレオペレーション

Fig. 5.8 Success rate

Fig. 5.9 Serious error rate

合は 10% 程度であり，被験者は 8 mm 程度の大きさの違いを容易に判別できていると言

える．しかし触覚共有システムを実現するには，8 mm 程度の分解能では不十分と考えら

れる．

次に，マスタおよびスレーブの実際の位置を Fig. 5.10に，波変数から変換される目標

位置を Fig. 5.11に示す．マスタとスレーブとの間には約 10 mm の位置追従誤差が発生

しているのに対し，波変数の位置情報の誤差は，変動時間遅れがあるにもかかわらず 1

mm 程度に抑えられている．したがって，波変数に基づく手法が適切に位置の目標値を計

算できているものの，PD制御による位置制御が十分に達成されていないことが分かる．

この原因としては，スレーブ側に用いた Falconの摩擦が大きく，デバイスがマルチラテ

ラル制御に適していないことが考えられる．

本実験では十分な追従性能が得られなかったものの，以下のような対策を施すことに

よって追従性を大きく改善することが可能と考えられる．

• 速度の測定ノイズを低減するフィルタを設計し，Dゲインを向上する．

• 高い剛性が実現できるアドミッタンス型スレーブアームを導入する．
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Fig. 5.10 Experimental result (actual position)

Fig. 5.11 Experimental result (desired position)
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Fig. 5.12 Conflict of operators’ input motions

5.5 オペレータ入力の競合に対処する制御手法

5.5.1 仮想非線形バネによるオペレータの優先度の設定

マルチラテラル・テレオペレーションにおいては，複数人のオペレータの動作指令が足

し合わされる．特に，波変数に基づくマルチラテラル制御においては，全てのオペレータ

の入力が単純に足し合わされるため，例えば Fig. 5.12に示すように２人のオペレータの

意思が競合し，反対向きの動作指令を出した場合にはスレーブアームはオペレータの意図

した通りには動かなくなってしまう．

本節では，複数のオペレータがうまく協調できずに入力の差異が生じた場合でも作業が

スムーズに継続できるように，熟練オペレータなど一方のオペレータに操作の主導権を与

えられる手法について検討を行う．まず，オペレータの動作入力を修正または制限するよ

うな手法の候補として，下記のようなものが挙げられる．

• 力のスケーリング
• エネルギーの監視
• 非線形位置制御

力のスケーリングは，スレーブアームからの力にある倍率を掛けて提示する方法であ
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り，次式で表される．
fTi = εTi(fNi) (5.13)

ここで，εTi はアーム iに割り当てられた力のスケール比である．これにより，オペレー

タが加える力を抑えることは可能であるが，環境からの反力が拡大されて提示されるた

め，オペレータが感じ取る環境のインピーダンスが変化する．また，εTi が非線形な関数

である場合や時変である場合，マスタとスレーブの間の位置ドリフトを生じさせるという

問題点がある．

エネルギーの監視は，オペレータがシステムに入力したエネルギーを監視し，一定の閾

値を超えた場合に入力を遮断する，あるいはマスタから送信される波変数に一定倍率を掛

けて入力を縮小する方法である．この方法は，システムの受動性を保証できるというメ

リットがあるが，エネルギーの閾値を直感的に調整することが難しい．また，力のスケー

リングによる方法と同じく，位置のドリフトが生じてしまう．

そこで，本研究においては下記に述べる非線形位置制御による方法を提案する．提案手

法においては，4.2節で述べた位置制御を PD制御から次式で示されるような制御則に置

き換え，各オペレータが入力できる力を抑制する．

fTi = K̃p(xTi − xTir) +Kd(ẋTi − ẋTir) (5.14)

ここで，xTir はアーム iの実際の手先位置である．また，K̃p(d)は位置と力のマッピン

グ関数であり，様々な関数が考えられるが，本節では下記の２種類を導入する．

• 入力飽和

K̃p(d) =

{
Kpd (∥d∥ < fth/Kp)

fthd/∥d∥ (otherwise)
(5.15)

• ２段階ゲイン

K̃p(d) =


Kpd (∥d∥ < fth/Kp)

Kp2d+ fth(1−Kp2/Kp)d/∥d∥
(otherwise)

(5.16)

ここで，fth はゲインを切り替える力の閾値を表し，Kp2 < Kp は切り替え後のゲインで

ある．これらの関数形状を Fig. 5.13に示す．この手法を導入することで，Fig. 5.14に

示すように閾値を超える力を加えると柔らかくなるような非線形バネを介したシステムと

なり，入力飽和の場合は閾値より大きな力をオペレータが入力することが不可能になる．

従って，熟練者側のマスタアームに従来の PD制御を適用し，初心者側のマスタアームに

非線形バネを適用すれば，初心者の操作入力を制限して熟練者の操作を優先させることが

可能となる．２段階ゲインを用いると，環境に大きな力を加える必要がある時や，優先度

の低いオペレータから優先度の高いオペレータに意思を伝える必要がある場合には，十分
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(a) PD control (b) Input satulation (c)Two-step gain

Fig. 5.13 Conflict avoiding controllers

大きな位置偏差を生じさせることで閾値を超える力を入力することができる．優先度の低

いオペレータが意思を伝える場合の例としては，どちらのオペレータも完全には熟練して

おらず優先度の高いオペレータが作業を誤る場合などが挙げられる．

提案手法においては波変数そのものに対する演算が行われず，マスタ-スレーブ間の位

置ドリフトは生じないため，波変数に基づくマルチラテラル制御に適していると考えられ

る．また，上記に挙げた関数だけでなく，硬さが滑らに変化するような関数を用いること

も可能である．

5.5.2 仮想非線形バネの受動性

仮想非線形バネは受動的な物理現象を模擬しているためシステムの受動性を損ねないこ

とは明らかであるが，本節では提案手法が受動性条件を満たしていることを示す．なお，

受動的なシステムを結合しても受動性は維持されるので，本節では位置制御系の受動性の

みを検証する．

まず，位置制御器の受動性条件は次式で定義される．

EPC(t) = −
∫ t

0

(
ẋmi(τ)

Tfmi(τ) + ẋTi(τ)
TfTi(τ)

)
dτ ≥ EPC(0) (5.17)

ここで，ẋmi と fmi はそれぞれ i 番目のマスタアームの手先位置とアクチュエータ入力

を表し，EPC は位置制御器のエネルギー収支を表している．ここで，位置制御器を次式

で表すことにする．
fmi = −fTi = f(e) +Kdė (5.18)

ここで，f(e)は位置と力のマッピング関数であり，また e
△
= (xTi − xmi)である．この
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Fig. 5.14 Nonlinear spring introduced in the master controller

ときエネルギーの値 EPC は以下のように表される．

EPC =

∫ t

0

[
ė(τ)T {f(e(τ)) +Kdė(τ)}

]
dτ

=

∫ t

0

Kd|ė(τ)|2dτ +

∫ t

0

ė(τ)Tf(e(τ))dτ (5.19)

また， ∫ t

0

ė(τ)Tf(e(τ))dτ =

∫ t

0

deT

dτ
f(e(τ))dτ

=

∫ e(t)

0

f(ϵ)T dϵ. (5.20)

である．したがって，ポテンシャル
∫ e(t)

0
f(ϵ)T dϵが非負であれば位置制御器は受動性条
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件を満たす．２段階ゲイン型の非線形バネについては，ポテンシャルは次式で表される．∫ e(t)

0

f(ϵ)T dϵ

=


1

2
Kp|e|2 (|e| < fth/Kp)

1

2
Kp2|e|2 + fth

(
1− Kp2

Kp

)
|e|+ c (otherwise)

(5.21)

なお，積分定数 c
△
= 1

2 (
Kp2−Kp

K2
p

)f2
th はポテンシャル関数が連続的になるように決定する．

この場合，
∫ e(t)

0
f(ϵ)T dϵ ≥ 0 が成り立つため受動性が示される．なお，入力飽和型の非

線形バネの受動性は，式 (5.21)にKp2 = 0を代入することで示される．

5.6 競合回避に関する実験

本節では，前節で提案した非線形バネ２種類の特徴を実験によって比較する．

5.6.1 実験システム

実験では，２人のオペレータが同時にロボットを操縦する場面を想定した２マスタ-１

スレーブのシステムを構築した．

マスタアームとしては，SensAble社製力覚提示デバイス PHANTOM Omniを２台使

用する．これらのマスタアームは１台の PC(Windows 7) 上で制御周期 1 ms で制御さ

れる．スレーブには，Fig. 5.15に示すような仮想環境を用いる．この仮想環境には，６

個の仮想押しボタンが配置されており，鉛直下向きに押すことが可能である．仮想環境

のシミュレーション周期は 0.1 ms であり，仮想スレーブアームの制御周期は 1 msであ

る．また，仮想環境の映像はシミュレーションとは別のスレッドで OpenGLを用いてレ

ンダリングを行い，その更新周期は約 30 msである．スレーブアームは質量 3 kg, 粘性 1

Ns/m の質点であり，仮想押しボタンのバネ定数は 1 N/mである．

マルチラテラル制御の節点は，仮想環境と同じ PC上で動作させる．波変数の特性イン

ピーダンスは b = 30 Ns/m に設定した．マスタ側 PCとスレーブ側 PCとの間での波変

数の送受信には UDP通信を用い，通信のサンプリング周期は 2 ms とした．この実験で

は，ローカルエリア内で通信しており通信遅延がほとんど生じないため，各マスタと節点

との間に 100 ms の仮想時間遅れを導入した．また，仮想環境の画像は映像配信ソフト

「LiveCapture2」を使用してマスタ側に伝送する．
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Fig. 5.15 Experimental system

Fig. 5.16 Virtual environment

5.6.2 実験方法

実際に作業に慣れたオペレータとそうでないオペレータによる実験を行うことが望まし

いが，作業に熟練するためには十分な練習が必要であり現実的ではない．そこで，本実験

では手順が複雑で覚えるのに熟練を要する作業を熟練者と初心者のオペレータが協調して

作業を行うことを想定した実験を行う．ただし，被験者として熟練者と初心者を集めるこ

とは容易ではないため，本実験では以下に示すようなタスク設定により，複雑でかつ熟練



104 第 5章 計算機ネットワークを介したマルチラテラル・テレオペレーション

Fig. 5.17 Task display

度の異なる２人による協調作業を擬似的に実現する．

実験では，Fig. 5.17 に示すように２人のオペレータに数字（１～６）の列を提示し，

オペレータは仮想スレーブを操縦して，表示された数字に対応する仮想押しボタンを順番

に押すものとする．また，オペレータの自信度を擬似的に再現するため，表示される数字

に信頼度を設定し，信頼度に応じた色分けを行なってオペレータに提示する．数字が黒字

の場合はその数字はほぼ正確であり，オペレータは自信を持って作業をすることができる

が，青字の場合は 50 % の確率で誤りを含んでいるためオペレータは相手のオペレータ

の動作を考慮して慎重に作業することが期待される．また、一定の割合で数字が表示さ

れない場合がある．オペレータ１をある程度作業に慣れた熟練者，オペレータ２を初心

者という想定で，提示される信頼度および正誤の組み合わせは Table 5.3に示す７通りと

した．実験では各パターン２回ずつ合計 14回をシャッフルして提示する．なお，表中の

「パターン５」のみ黒字で誤った数字を提示しているが，これは初心者役オペレータが作

業手順を「勘違い」している状況を想定したものである．

オペレータ１は熟練者役であるため，従来どおりの PD制御を用いるが，初心者役のオ

ペレータ２が操作するマスタについては，PD制御および式 (5.15)，(5.16)に示される入

力抑制手法の計３種類から各試行ごとにランダムに選択する．また，仮想環境については

PD制御を用いる．制御系のパラメータは Table 5.4に示すとおりである．

本実験の参加者は２０代男性６名であり，オペレータ１とオペレータ２の役割をそれぞ

れ 12回行った．参加者は，提示されている数字などの情報を発言したり，口頭でもう一

人のオペレータに指示を出すことは認められないが，緊張を解すため実験タスクに関係の

ない会話をすることは許可されている．

5.6.3 実験結果

制御則および信頼度/正誤パターンごとに，正しいボタンを押した割合を Table 5.5に

示す．信頼度/正誤パターン 1, 2, 3, 4, 6 については，ほとんどの試行が成功している．

初心者の勘違いを想定したパターン 5と，経験者が誤っているパターン 7については，他

のパターンと比べて失敗の割合が高いため，本節で考察を行う．

パターン 5においては，非線形の位置制御を用いたほうが PD制御と比べて成功率が高

くなっている．このことから，初心者の入力を制限することによって，経験者の動作指令
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Table 5.3 Confidence and correctness patterns

Operator 1 Operator 2

Pattern Conf. Corr. Conf. Corr.

1 ++ X ++ X
2 ++ X + X
3 ++ X +

4 ++ X -

5 ++ X ++

6 + X ++ X
7 + ++ X

++ : Certain (Displayed in master console in black),

+ : Uncertain (Displayed in master console in blue),

- : Unknown (Hidden), X: Correct

Table 5.4 Control parameters

Name Variable Value

Master P gain Kp 500 N/m

Master D gain Kd 2 Ns/m

Master 2nd gain Kp2 20N/m

Slave P gain Kp 100 N/m

Slave D gain Kd 10 Ns/m

Force threshold fth 1 N

を優先させることに成功していると言える．

一方，パターン 7では，入力飽和を用いた場合に他の２つの制御則と比べて成功率が低

下している．入力飽和を用いた場合，初心者が一定以上の力を入力できないため，経験者

が誤っていた場合に初心者が動作を正すことができないことがわかる．一方，２段階ゲイ

ンを用いると，経験者の動作が優先されるものの，初心者が十分大きな力を加えて経験者

に操作力を伝えて動作を正すことが可能となる．

なお，χ2 検定（有意水準 10%）を行った結果，パターン 5においては PD制御と入力飽

和，PD制御と２段階ゲインの両方において有意差が見られた．また，パターン 7におい

ては PD制御と入力飽和，入力飽和と２段階ゲインとの間にそれぞれ有意差がみられた．
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Table 5.5 Success rate of the task (%)

Pattern PD control Input satulation Two-step gain

1 100.0 95.8 97.9

2 100.0 100.0 100.0

3 93.8 97.9 97.9

4 95.8 100.0 97.9

5 64.5 89.5 87.5

6 95.8 97.9 100

7 79.1 41.7 72.9

Avg. 89.9 89.0 93.5

5.7 おわりに

本章では，複数のオペレータがロボットを協調して操縦できるマルチラテラル・テレオ

ペレーションシステムについて，波変数に基づいた制御則を提案した．まず，従来のバイ

ラテラル制御で用いられた波変数の理論を拡張し，複数の分布定数系を結合する節点を導

入した．位置の拘束条件と力の釣り合い条件をもとに，節点が送信すべき波変数の値を導

出した．提案手法を用いることで，任意長の一定時間遅れに対して安定に位置と力の情報

をやり取りすることが可能である．実験を行った結果，提案手法が安定に動作しているこ

とが確認されたが，低価格なハプティックデバイスでは，摩擦などの影響で位置と力の追

従が十分でないことが分かった．今後は，低価格かつ追従性の高いデバイスの開発が望ま

れる．

波変数に基づくマルチラテラル制御では，力の釣り合いを制御目的としているため，複

数のオペレータの入力が平等に扱われる．本章では，波変数の端点の PD制御を仮想非線

形バネに置き換えることで，動特性の直感性を損ねずにオペレータが入力できる力を制限

する手法を提案した．非線形バネの種類として，入力飽和型と２段階ゲイン型を導入し，

実験により２段階ゲイン型が優れていることを確認した．なお，本実験は，２人のオペ

レータ間で力をやり取りしていたものの，環境からの反力が重要となるタスク設定ではな

かった．今後は，環境からの反力が重要となるようなタスクにおいて本章で提案した手法

が実際に使えるかどうかの検証が必要である．

今後は，制御性能の観点からさらなる改良が必要であると考えられる．提案した手法で

は，式 (5.7)に示されるように節点に送られてきた波の一部が送信元に反射される．波の
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反射率はシステム内のアームの台数に応じて大きくなり，大規模なマルチラテラルテレオ

ペレーションにおいては操作入力の大半がオペレータに返ってくるため，操縦が困難と

なってしまう．従来，波変数に基づくバイラテラル制御ではフィルタの適用やインピーダ

ンス整合によって波の反射を抑えていたが，マルチラテラル制御においても同様の手法を

適用することで反射を低減し制御性能を向上することが可能と考えられる．

本章では，任意台数のロボットを接続可能なマルチラテラル制御を提案したが，ロボッ

トを作業中に追加または削除できる可変台数のシステムを構築するには至っていない．今

後は，受動性の条件を満たしつつ台数を可変とする制御則の確立と，ロボットの接続・切

断を管理できるソフトウェアの実装を行なっていく予定である．

また，本研究では２人のオペレータによる協調作業を取り扱ったが，マルチラテラル制

御を用いれば，人とコンピュータによる協調作業も可能となる．例えば，画像処理を用い

て障害物を回避したり最適な作業手順をオペレータに提示する操縦アシストシステムにお

いて，マスタ側やスレーブ側のコンピュータの性能が不足している場合には遠隔地の大型

計算機を接続してのマルチラテラル制御が有効と思われる．人と機械の協調については，

既に自動車の運転アシストなどの分野では実用化が進んでいるが，人がシステムを過信し

てしまうなど様々な課題が残っている [26]．コンピュータによる操縦アシストのあるマル

チラテラル・テレオペレーションシステムについても，自動車などと同様に安全性やオペ

レータの過信の問題を考慮したシステムの開発が必要であると考えられる．
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6.1 本論文のまとめ

本論文では，まず可変スケール型のテレオペレーションシステムを安定に動作させる制

御手法の確立を目指し，スケールド H∞ 制御とゲインスケジューリング制御によってオ

ペレータと環境の不確かさおよびスケール比の変化の両方に対応できる制御則の設計を

行った．さらに，可変スケールテレオペレーションのスケール調整インタフェースをユー

ザビリティテストの結果を元に設計した．次に，計算機ネットワークを介した変動時間遅

れの存在するテレオペレーションシステムにおいて，波変数を用いた制御則を適用した際

に生じる位置ドリフトを補償するために，絶対位置の誤差をフィードバックする手法を提

案した．最後に，計算機ネットワークを介して任意の台数のロボットを接続できるマルチ

ラテラル・テレオペレーションシステムについて，波変数の伝送路を結合する節点に基づ

いた制御則を提案し，さらに熟練度の異なるオペレータが協調して操縦する場合に，熟練

度の低いオペレータの入力を制限する手法を提案した．

2章では，可変スケールテレオペレーションシステムを安定に制御するコントローラを

設計するための理論的枠組みを提案し，実験によりその有効性を示した．オペレータと環

境の不確かさを取り扱うために，オペレータと環境を受動的なものと仮定して H∞ ノル

ムが 1以下の構造化された散乱行列として表現し，これらの変動に対するロバスト安定性

を保証するためにスケールド H∞ 制御を導入し，線形行列不等式 (LMI)を用いてコント

ローラを導出した．可変スケールテレオペレーションシステムは，その状態空間表現がス

ケール比に対してアフィンであることから，スケール比をスケジューリングパラメータと

するゲインスケジューリング制御が適用可能であることを示した．

さらに，設計の自由度を高めるために，制御目的に対するスケール比に依存するような

重みを導入し，スケール比に対する LMIのアフィン性を損ねないような重みの設定方法

を示した．また，このスケール比依存重みと従来の一定の重みとを比較した結果，スケー
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ル比依存重みを用いることで制御性能の高いコントローラを発見できる可能性が向上でき

ることが分かった．また，アームのモデル化誤差を補償し，理想的な線形モデルに近づけ

るような制御系を加えることによって，実験装置においても十分な制御性能が確保される

ことを確認した．

3章では，可変スケールテレオペレーションシステムにズーム機構を持つカメラシステ

ムを統合し，可変スケール制御の有効性を検証するためのユーザビリティ評価実験を行っ

た．予備評価実験の結果から，２つのダイヤルを回してスケールを調整する方法はオペ

レータにとって直感的ではなく，タスクに時間を要したりタスクが失敗する場合があっ

た．そこで，直交させた２個のスライダでスケール比を調整する方法を提案し，再度評価

実験を行った結果，スケール比の調整に戸惑うケースが減少し，タスク所要時間が一部の

ユーザにおいては固定スケールよりも有意に短くなった．したがって可変スケールは有効

であると言えるが，全ての被験者にとって有効であったとは言えず，操作にはある程度の

熟練が必要であることが分かった．

4章では，計算機ネットワークなどの通信の時間遅れがあるマスタ・スレーブシステム

において，位置のドリフトが起こらないバイラテラル制御を提案した．波変数に基づく制

御則は，時間遅れが一定であればシステムの受動性が保証されるが，通信の遅延が変動す

る場合には受動性は保証されず，さらにマスタとスレーブとの間に位置のドリフトが発生

する．位置のドリフトを補償するために波変数の積分誤差をフィードバックする手法がこ

れまでに提案されていたが，本研究では積分誤差フィードバック則に対して等価な式変形

を加え，絶対位置のフィードバック項があるドリフト補償制御を導出した．提案手法は遅

れの変動だけでなく，数値積分の誤差や初期位置のずれによる位置ドリフトも補償可能で

ある．実際のネットワークの通信遅延を模擬した実験を行い，提案手法が変動時間遅れが

ある場合と初期位置のずれがある場合の双方に対して位置ドリフトを補償できていること

を確認した．

また，システムの受動性を保証するために，エネルギー収支モニタを適用した．この手

法は，システムのエネルギーを監視し，エネルギー量がある閾値を超えた場合に波変数の

出力を停止する手法であり，これにより通信途絶などの極端な遅れ変動が生じた場合でも

受動性が保証される．実験により，本手法が長時間の通信途絶の際には出力を停止した

が，１秒未満の僅かな途絶に対しては本手法は作動せずスムーズな作業を継続することが

できた．

5章では，計算機ネットワークを介して複数人でロボットを協調して操縦するマルチラ

テラル・テレオペレーションシステムの制御則を提案した．提案手法では，従来の波変数

に基づく制御則を拡張し，波変数の伝送路を１点で結合する節点を導入した．節点を制御

で実現するために，位置の拘束条件と力の釣り合い条件をもとにマルチラテラル制御則を

導出した．提案手法は，任意の台数からなるマルチラテラルテレオペレーションに対して
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受動性が保証される．また，節点とアームとの間は従来の波変数と同様であるため，変動

時間遅れに対しても１対１のテレオペレーションシステムで用いられてきた位置ドリフト

補償をそのまま適用することが可能である．

複数のオペレータの熟練度が異なる場合や，操縦トレーニングを行う場合には各々のオ

ペレータの入力に重み付けあるいは優先度を付けることが望ましい．しかし，波変数に基

づくマルチラテラル・テレオペレーションではオペレータからの入力が平等に扱われてし

まう．そこで，本論文では波変数の分布定数系の端点とアームとを結合していた PD制御

を仮想非線形バネに置き換えることでオペレータの入力を制限する手法を導入し，実験に

よってその有効性を確認した．

6.2 今後の課題

本研究では，可変スケール型のテレオペレーションと時間遅れのあるテレオペレーショ

ンについて，それぞれを安定化する制御則を構築したものの，時間遅れの変動とスケール

比の変化の両方には対処できていない．また，テレオペレーションシステムを不安定にす

る要因には，時間遅れやスケール比の変化だけでなくアームのモデル化誤差やセンサノイ

ズ，さらにコントローラの離散時間化など様々なものが考えられる．今後は，本論文や従

来の研究ではそれぞれ個別に対処されていたこれらの問題を統一的に解決できるような手

法の確立が望まれる．

また，今後は特殊な環境で用いる遠隔操縦ロボットだけでなく，遠隔コミュニケーショ

ンなどの様々な場面で用いられる遠隔操縦ロボットシステムの発展が望まれる．このよ

うなロボットを実現するためには，安定な制御則が必要であることはもちろんであるが，

ハードウェアの開発も重要となる．本研究を含め，バイラテラル制御に用いられているロ

ボットは，マスタ側・スレーブ側ともに減速比の小さいアクチュエータを使用した低摩擦

なアームを用いているが，このような低摩擦なアームはアクチュエータ自体が大型であり

可搬性が低いため，遠隔コミュニケーションなどの用途で手軽に導入できるとは言い難

い．このような用途のテレオペレーションのために，力センサを用いたアドミッタンス型

のアームや，振動などを用いた擬似的な力覚提示デバイスが普及する可能性がある．その

ようなデバイスは，従来のアームとは力学的特性が異なるため受動性の条件がそのまま適

用できないと考えられる．例えば，振動を用いたデバイスでは一定の力を出力することが

できず，位置制御も不可能である．今後は，厳密な力学的な受動性の条件を満たすのでは

なく，オペレータが受動的と感じるかどうかに着目してシステムの安定条件を議論してい

くことが必要であると考えられる．

従来のマスタ・スレーブシステムにおいては，機構透明性など実現すべき課題が定まっ

ていたが，マルチラテラル・テレオペレーションにおいて全てのアームの位置と力を一致
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させることは不可能であるため，制御目的の設定自体が大きな課題である．本研究では，

動特性の直感性を重視し力の釣り合いに基づく定式化を行ったが，システムの使用目的に

よっては，より適切な制御目的が存在する可能性が高い．今後は，実際のロボット作業を

対象として複数ユーザが協調操縦を行うシステムを構築し，実験的にマルチラテラル・テ

レオペレーションに求められる仕様を定めることが求められる．
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